
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

株式交換に係る事前開示書面 

（会社法第 794 条第１項及び会社法施行規則第 193 条に定める書面） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2026 年９月２日 

株式会社 Orchestra Holdings   



 

2026 年９月２日 

 

東京都渋谷区恵比寿四丁目 20 番３号 

株式会社 Orchestra Holdings 

代表取締役社長 中村 慶郎 

 

株式交換に係る事前開示事項 

 

 

株式会社 Orchestra Holdings（以下「Orchestra Holdings」といいます。）は、株式会社

Sharing Innovations（以下「Sharing Innovations」といい、Orchestra Holdings と Sharing 

Innovations を総称して、以下「両社」といいます。）との間で締結した 2026 年 8 月 25 日

付株式交換契約書（以下「本株式交換契約」といいます。）に基づき、2026 年 11 月 30 日

を効力発生日として、Orchestra Holdings を株式交換完全親会社とし、Sharing Innovations

を株式交換完全子会社とする株式交換（以下「本株式交換」といいます。）を実施いたしま

す。 

本株式交換に関する会社法第 794 条第 1 項及び会社法施行規則第 193 条に定める事前開

示事項は、下記のとおりです。 

 

記 

 

１．本株式交換契約の内容（会社法第 794 条第１項） 

別紙１をご参照ください。 

 

２．会社法第 768 条第１項第２号及び第３号に掲げる事項についての定めの相当性に関す

る事項（会社法施行規則第 193 条第１号） 

別紙 2 をご参照ください。 

 

３．会社法第 768 条第１項第４号及び第５号に掲げる事項についての定めの相当性に関す

る事項（会社法施行規則第 193 条第２号） 

別紙 3 をご参照ください。 

 

４．株式交換完全子会社についての次に掲げる事項（会社法施行規則第 193 条第３号） 

 



 

（１）最終事業年度に係る計算書類等の内容 

別紙 4 をご参照ください。 

 

（２）最終事業年度の末日後の日を臨時決算日とする臨時計算書類等の内容 

該当事項はありません。 

 

（３）最終事業年度の末日後に生じた重要な財産の処分、重大な債務の負担その他の会

社財産の状況に重要な影響を与える事象の内容 

別紙 5 をご参照ください。 

 

５．株式交換完全親会社において最終事業年度の末日後に生じた重要な財産の処分、重大

な債務の負担その他の会社財産の状況に重要な影響を与える事象の内容（会社法施行

規則第 193 条第４号イ） 

別紙 6 をご参照ください。 

 

６．株式交換が効力を生ずる日以降における株式交換完全親会社の債務の履行の見込みに

関する事項（会社法施行規則第 193 条第５号） 

会社法第 799 条第１項の規定により、本株式交換について異議を述べることができる

債権者はいないため、該当事項はありません。 

以上  



 

別紙１ 

【株式交換契約の内容】  

次ページ以降をご参照ください。  



















































 

別紙 2 

会社法第 768 条第 1 項第 2 号及び第 3 号に掲げる事項についての定め 

の相当性に関する事項 

 

１．本株式交換に係る割当ての内容 

 
Orchestra Holdings 

（株式交換完全親会社） 

Sharing Innovations 

（株式交換完全子会社） 

本株式交換に係る割当比率 １ 0.478 

本株式交換により交付する株式数 
Orchestra Holdings の普通株式：510,791 株 

（予定） 

（注１）本株式交換に係る割当比率 

Orchestra Holdings は、Sharing Innovations 株式１株に対して、Orchestra 

Holdings 株式 0.478 株を割当交付いたします。ただし、基準時（以下に定義し

ます。）において Orchestra Holdings が所有する Sharing Innovations 株式

（2,675,000 株）については、本株式交換による株式の割当ては行いません。

なお、上記表に記載の本株式交換に係る割当比率（以下「本株式交換比率」と

いいます。）は、算定の根拠となる諸条件に重大な変更が生じた場合、両社が

協議した上で、合意により変更されることがあります。 

（注２）本株式交換により交付する Orchestra Holdings 株式数 

Orchestra Holdings は、本株式交換に際して、Orchestra Holdings が Sharing 

Innovations の発行済株式の全部（ただし、Orchestra Holdings が所有する

Sharing Innovations 株式を除きます。）を取得する時点の直前時（以下「基準

時」といいます。）の Sharing Innovations の株主の皆様（ただし、下記の自己

株式の消却が行われた後の株主をいい、Orchestra Holdings を除きます。）に

対して、その所有する Sharing Innovations 株式に代えて、本株式交換比率に基

づいて算出した数の Orchestra Holdings 株式を割当交付する予定です。交付す

る Orchestra Holdings 株式は、Orchestra Holdings が所有する自己株式

（510,791 株）を充当する予定です。 

なお、Sharing Innovations は、本株式交換の効力発生日の前日までに開催する

Sharing Innovations の取締役会決議により、基準時において所有する自己株式

（49,700 株）（本株式交換に関する会社法第 785 条第 1 項に基づく反対株主の

株式買取請求に応じて取得する株式を含みます。）の全部を、基準時において

消却する予定です。 

 



 

（注３）単元未満株式の取扱い 

本株式交換により、Orchestra Holdings の単元未満株式（100 株未満の株式）

を所有することとなる Sharing Innovations の株主の皆様におかれましては、そ

の所有する単元未満株式を金融商品取引所市場において売却することはできま

せん。そのような単元未満株式を所有することとなる株主の皆様は、会社法第

192 条第１項の規定に基づき、Orchestra Holdings に対し、自己の所有する単

元未満株式の買取りを請求することが可能です。 

（注４）１株に満たない端数の取扱い 

本株式交換に伴い、１株に満たない端数の Orchestra Holdings 株式の割当交付

を受けることとなる Sharing Innovations の株主の皆様に対しては、会社法第

234 条その他の関連法令の定めに従い、その端数の合計数（合計数に１株に満

たない端数がある場合は、これを切り捨てるものとします。）に相当する数の

Orchestra Holdings 株式を売却し、かかる売却代金をその端数に応じて交付い

たします。 

 

２．本株式交換に係る割当ての内容の根拠等 

（１） 割当ての内容の根拠及び理由 

両社は、上記「１.本株式交換に係る割当ての内容」に記載の本株式交換比率その他

本株式交換の公正性・妥当性を確保するため、それぞれ個別に、両社から独立した第

三者算定機関に株式交換比率の算定を依頼すること、また、両社から独立したリーガ

ル・アドバイザーから法的助言を受けることとしました。そして、Orchestra 

Holdings は、両社から独立した株式会社 SBI 証券（以下「SBI 証券」といいます。）

をファイナンシャル・アドバイザー及び第三者算定機関として選定し、Sharing 

Innovations は、両社から独立した株式会社赤坂国際会計（以下「赤坂国際会計」とい

います。）をファイナンシャル・アドバイザー及び第三者算定機関として選定し、ま

た、Orchestra Holdings は、両社から独立した倉橋法律事務所を、Sharing 

Innovations は、両社から独立したアンダーソン・毛利・友常法律事務所外国法共同事

業（以下「アンダーソン・毛利・友常法律事務所」といいます。）を、それぞれリーガ

ル・アドバイザーとして選定いたしました。 

両社は、それぞれ、自らが選定した第三者算定機関による本株式交換に用いられる

株式交換比率の算定結果や、リーガル・アドバイザーからの助言を参考に、かつ相手

方に対して実施したデュー・ディリジェンスの結果等を踏まえて慎重に検討し、それ

ぞれの財務の状況、資産の状況、将来の見通し等の要因を総合的に勘案した上で、両



 

社の間で、株式交換比率について複数回にわたり慎重に協議・交渉を重ねてまいりま

した。 

そして、Orchestra Holdings においては、下記「（４）公正性を担保するための措置

（利益相反を回避するための措置を含む）」に記載のとおり、Orchestra Holdings の第

三者算定機関である SBI 証券から 2026 年８月 24 日付で取得した株式交換比率に関す

る算定書、リーガル・アドバイザーである倉橋法律事務所からの助言及び Orchestra 

Holdings が Sharing Innovations に対して実施したデュー・ディリジェンスの結果等

を踏まえて、慎重に協議・検討した結果、本株式交換比率は妥当であり、Orchestra 

Holdings の株主の皆様の利益に資するとの判断に至ったため、本株式交換比率により

本株式交換を行うことが妥当であると判断いたしました。 

他方、Sharing Innovations においては、下記「（４）公正性を担保するための措置

（利益相反を回避するための措置を含む）」に記載のとおり、Sharing Innovations の

第三者算定機関である赤坂国際会計から 2026 年８月 24 日付で取得した株式交換比率

に関する算定書（以下「本株式交換比率算定書（赤坂国際会計）」といいます。）、リー

ガル・アドバイザーであるアンダーソン・毛利・友常法律事務所からの助言、Sharing 

Innovations が Orchestra Holdings に対して実施したデュー・ディリジェンスの結果

並びに両社及び本株式交換の成否からの独立性を有する委員のみから構成される特別

委員会（以下「本特別委員会」といいます。）からの指示、助言及び 2026 年８月 24

日付で受領した答申書（以下「本答申書」といいます。詳細については、下記「（４）

公正性を担保するための措置（利益相反を回避するための措置を含む）」の「③

Sharing Innovations における独立性を有する特別委員会の設置及び特別委員会からの

答申書の取得」に記載のとおりです。また、本答申書の内容については、両社が 2026

年８月 25 日付で公表した「株式会社 Orchestra Holdings による株式会社 Sharing 

Innovations の完全子会社化に関する株式交換契約締結（簡易株式交換）のお知らせ」

の別添の 2026 年８月 24 日付「答申書」をご参照ください。）の内容等を踏まえ、慎

重に協議・検討いたしました。その結果、Sharing Innovations は、本株式交換比率は

妥当であり、Sharing Innovations の少数株主の皆様にとって利益に資するとの判断に

至ったため、本株式交換比率により本株式交換を行うことが妥当であると判断いたし

ました。 

なお、Sharing Innovations は、2025 年 11 月 14 日付「通期業績予想の修正に関す

るお知らせ」において公表しているとおり、2025 年 12 月期の通期業績予想の下方修

正を行っておりますが、その後、2026 年２月 13 日付「2025 年 12 月期 決算短信〔日

本基準〕（連結）」において 2025 年 12 月期通期決算の実績値を公表していることか

ら、Sharing Innovations の市場株価は当該実績値を前提に形成されていると評価で



 

き、既に実績値が公表済みの事業年度に対する過去の実績予想の下方修正は、Sharing 

Innovations 株式１株当たりの価値の妥当性に影響を及ぼさず、市場株価法における算

定基準日（2026 年８月 24 日）までの６ヶ月間における株価終値単純平均値に係る検

討含め、株式交換比率の検討は適切になされていると考えております。また、Sharing 

Innovations は、2026 年２月 13 日付「中期経営計画の取り下げに関するお知らせ」に

おいて公表しているとおり、Sharing Innovations を取り巻く外部環境の変化

（Salesforce 領域では、中小企業向け CRM 市場、マーケティング・オートメーショ

ン市場の成長が鈍化しております。Sharing Innovations は、2024 年より中堅・エンタ

ープライズ向けに軸足をシフトしてまいりましたが、案件の難易度・サイズアップが

加速し、難易度・サイズに対応できるプロジェクトマネージャー（PM）・プロジェク

トリーダー（PL）の必要性が増し、PM・PL 人材が不足しております。SES（パート

ナー）領域では、業界で内製化が進展し、専門性の高い市場へニーズがシフトし、レ

ガシー、ロースキル領域の市場ニーズが減少いたしました。）や代表取締役社長の交代

など中期経営計画策定時に想定していた前提条件との乖離が生じたことから、中期経

営計画の達成が困難であると判断し、また、将来のビジョンをより明確にしつつ、一

層実行重視の経営を行うために、2025 年から 2027 年までの中期経営計画の取り下げ

を行っております。Sharing Innovations が本株式交換に至った背景は、両社が 2026

年８月 25 日付で公表した「株式会社 Orchestra Holdings による株式会社 Sharing 

Innovations の完全子会社化に関する株式交換契約締結（簡易株式交換）のお知らせ」

の「１．本株式交換の目的」に記載のとおり、投資余力の減少等を受けての判断とな

りますが、2025 年 12 月期通期決算や中期経営計画の取り下げに関する開示により市

場株価が下落基調にあるため、Sharing Innovations は、本株式交換の検討にあたり、

現時点での最善の見積もりに基づく 2026 年から 2030 年までの事業計画（以下「本事

業計画」といいます。）を策定しており、既に公表されている情報を受けて下落基調に

ある市場株価だけではなく、本事業計画に基づくＤＣＦ法による評価結果も考慮し

て、Sharing Innovations の少数株主にとってより公正な取引条件となるよう本株式交

換比率について検討をしてまいりました。 

このように、両社は、本株式交換比率は妥当であり、両社のそれぞれの株主の皆様

の利益に資するとの判断に至ったため、両社は、2026 年８月 25 日の取締役会決議に

基づき、本株式交換比率により本株式交換を行うことを決定いたしました。 

なお、本株式交換比率は、算定の根拠となる諸条件に重大な変更が生じた場合、両

社が協議した上で、合意により変更されることがあります。 

 

 



 

（２） 算定に関する事項 

① 算定機関の名称及び両社との関係 

Orchestra Holdings の第三者算定機関である SBI 証券及び Sharing Innovations の

第三者算定機関である赤坂国際会計は、いずれも、両社から独立した算定機関であ

り、両社の関連当事者には該当せず、本株式交換に関して記載すべき重要な利害関

係を有しておりません。 

なお、本株式交換に係る SBI 証券の報酬には、本株式交換の成立等を条件に支払

われる成功報酬が含まれておりますが、Orchestra Holdings は、同種の取引におけ

る一般的な実務慣行等も勘案すれば、本株式交換の成立等を条件に支払われる成功

報酬が含まれていることをもって独立性が否定されるわけではないと判断しており

ます。 

また、本株式交換に係る赤坂国際会計の報酬は、本株式交換の成否にかかわらず

支払われる固定報酬のみであり、本株式交換の公表や成立等を条件とする成功報酬

は含まれておりません。 

 

② 算定の概要 

 （ⅰ）SBI 証券による算定 

SBI 証券は、Orchestra Holdings については、Orchestra Holdings 株式が東京

証券取引所プライム市場に上場しており、市場株価が存在することから、市場株

価平均法（2026 年８月 24 日を算定基準日として、東京証券取引所における算定

基準日の終値、算定基準日までの直近１ヶ月、３ヶ月及び６ヶ月の各期間の終値

単純平均値を採用しております。）を採用して算定を行いました。 

Sharing Innovations については、Sharing Innovations 株式が東京証券取引所グ

ロース市場に上場しており、市場株価が存在することから、市場株価平均法

（2026 年８月 24 日を算定基準日として、東京証券取引所における算定基準日の

終値、算定基準日までの直近１ヶ月、３ヶ月及び６ヶ月の各期間の終値単純平均

値を採用しております。）を、また将来の事業活動の状況を評価に反映するため

に、ディスカウント・キャッシュ・フロー法（以下「DCF 法」といいます。）を

採用して算定を行いました。 

各評価手法による Orchestra Holdings 株式の１株当たりの株式価値を１とした

場合の株式交換比率の算定結果は以下のとおりです。 

採用手法 株式交換比率の算定結果 

市場株価平均法 0.407～0.487 

DCF 法 0.419～0.616 



 

SBI 証券は、株式交換比率の算定に際して、公開情報及び SBI 証券に提供され

た一切の情報が正確かつ完全であることを前提としており、独自にそれらの正確

性及び完全性についての検証は行っておりません。両社及びその関係会社の資産

又は負債（金融派生商品、簿外資産及び負債、その他の偶発債務を含みます。）に

ついて、個別の資産及び負債の分析及び評価を含め、独自に評価、鑑定又は査定

を行っておらず、第三者機関への鑑定又は査定の依頼も行っておりません。

Sharing Innovations の財務予測その他将来に関する情報については、Sharing 

Innovations の経営陣により現時点で得られる最善の予測と判断に基づき合理的に

検討又は作成されたことを前提としております。SBI 証券の算定は 2026 年８月

24 日までに SBI 証券が入手した情報及び経済条件を反映したものです。なお、

SBI 証券の算定は、Orchestra Holdings の取締役会が本株式交換比率を検討する

ための参考に資することを唯一の目的としており、本株式交換比率の公正性につ

いて意見を表明するものではありません。 

SBI 証券が DCF 法による算定の根拠とした Sharing Innovations の財務予測に

ついて、利益又はフリー・キャッシュ・フローの大幅な増減  を見込んでいる事

業年度はありません。  また、当該財務予測は、本株式交換の実施を前提として

おりません。 

 

（ⅱ）赤坂国際会計による算定 

赤坂国際会計は、Orchestra Holdings については、同社が東京証券取引所プラ

イム市場に上場しており、市場株価が存在することから市場株価法を採用して算

定を行っております。Sharing Innovations については、同社が東京証券取引所グ

ロース市場に上場しており、市場株価が存在することから市場株価法を、また、

将来の事業活動の状況を評価に反映するためＤＣＦ法を、それぞれ採用して算定

を行っております。各評価方法による Orchestra Holdings の１株当たりの株式価

値を１とした場合の株式交換比率の算定結果は以下のとおりです。 

採用手法 株式交換比率の算定結果 

市場株価法 0.408～0.487 

ＤＣＦ法 0.423～0.662 

 

市場株価法においては、2026 年８月 24 日を算定基準日として、算定基準日終

値及び算定基準日までの１ヶ月間、３ヶ月間及び６ヶ月間における株価終値単純

平均値を採用しております。 



 

ＤＣＦ法においては、Sharing Innovations が作成した本事業計画における財務

予測に基づく将来キャッシュ・フローを、一定の割引率で現在価値に割り引くこ

とによって企業価値を評価しております。なお、本株式交換により実現すること

が期待できるシナジー効果は現時点において具体的に見積もることが困難である

ため、当該財務予測は当該シナジーを織り込んでいない Sharing Innovations 単独

の計画を前提として作成しております。また、割引率は加重平均資本コスト

（WACC）として 12.5％～14.2％を採用しております。さらに、資本コストの計

算にあたっては、Sharing Innovations の企業規模等を勘案した上でサイズリス

ク・プレミアムを加味しております。加えて、継続価値の算定にあたっては永久

成長率法及び EXIT マルチプル法を採用し、永久成長率法においては外部環境等

を総合的に勘案して永久成長率を 0.0％～1.0％に設定したほか、EXIT マルチプ

ル法においては Sharing Innovations と事業内容・事業規模等が類似する上場企業

の EV/EBITDA 倍率を参考に 2.8 倍から 4.1 倍を採用し、継続価値を 593 百万円

から 1,380 百万円と算定しております。 

なお、ＤＣＦ法による Sharing Innovations の株式価値の算定の根拠とした本事

業計画は、本株式交換の検討にあたって Sharing Innovations が作成したものであ

り、Sharing Innovations の事業内容や事業環境等において最善の見積もりを行う

ことができる期間として 2026 年 12 月期から 2030 年 12 月期までの期間分を作

成しています。本事業計画の策定にあたっては、事業内容に新規事業を含まず、

既存事業の成長を前提としており、既存事業のデータ・AI 領域の成長を見込んで

おります（Sharing Innovations は、データの面で、企業のデータ資産を活用し、

多様なフォーマットのデータの一元管理、部門間の情報共有の強化、データクレ

ンジング等により精度を向上させ、最適な BI ツールの提案・導入から運用サポ

ートまでをトータルに支援し、業務の効率化と意思決定の精度向上の実現をサポ

ートしております。AI の面では、導入の目的やゴールを含め、お客様のニーズを

ヒアリングしたうえで、AI を活用することの可能性を一緒に探ると共に、選定・

導入・運用までをトータルサポートしており、直近では、このようなデータや AI

の活用ニーズの引き合いが強くなっております。Sharing Innovations の事業上、

このデータ・AI 領域は 2025 年から注力している新規領域に含まれます。）。算定

の前提とした本事業計画に基づく財務予測は以下のとおりであり、対前年度比較

において利益又はフリー・キャッシュ・フローの大幅な増減を見込んでいる事業

年度は含まれておりません。 

 

 



 

（単位：百万円） 

  
2026 年 

12 月期 

2027 年 

12 月期 

2028 年 

12 月期 

2029 年 

12 月期 

2030 年 

12 月期 

売上高 4,051 3,959 4,089 4,225 4,411 

営業利益 120 146 173 209 251 

EBITDA 241 267 294 330 372 

ﾌﾘｰ･ｷｬｯｼｭ･ﾌﾛｰ 207 220 182 205 229 

 

赤坂国際会計は、株式交換比率の算定に関して提供を受けた資料及び情報、一

般に公開された情報を原則としてそのまま使用し、分析及び検討の対象とした全

ての資料及び情報が正確かつ完全であること、株式交換比率の算定に重大な影響

を与える可能性がある事実で赤坂国際会計に対して未開示の事実はないこと等を

前提としており、これらの資料及び情報の正確性又は完全性に関し独自の検証を

行っておらず、またその義務を負うものではありません。 

赤坂国際会計は、Orchestra Holdings 及び Sharing Innovations 並びにそれらの

関係会社の全ての資産又は負債（金融派生商品、簿外資産及び負債、その他の偶

発債務を含みますが、それに限られません。）について、個別の資産及び負債の分

析及び評価を含め、独自に評価、鑑定又は査定を行っておらず、また第三者への

評価、鑑定又は査定の依頼も行っておりません。赤坂国際会計は、提供された

Sharing Innovations の財務予測に関する情報が、経営陣による現時点において可

能な最善の予測と判断に基づき、合理的に作成されていることを前提としてお

り、Sharing Innovations の同意を得て、独自に検証することなくこれらの情報に

依拠しております。赤坂国際会計の算定は 2026 年８月 24 日現在における金融、

経済、市場その他の状況を前提としております。 

 

（３） 上場廃止となる見込み及びその理由 

本株式交換により、その効力発生日である 2026 年 11 月 30 日（予定）をもって、

Sharing Innovations は Orchestra Holdings の完全子会社となることから、Sharing 

Innovations 株式は、東京証券取引所グロース市場の上場廃止基準に従い、所定の手続

を経て、2026 年 11 月 26 日に上場廃止（最終売買日は 2026 年 11 月 25 日）となる予

定です。上場廃止後は、Sharing Innovations 株式を東京証券取引所グロース市場にお

いて取引することはできなくなります。なお、現在の本株式交換の効力発生日が変更

された場合には、上場廃止日も変更される予定です。 



 

Sharing Innovations 株式が上場廃止となった後も、本株式交換により Sharing 

Innovations の株主の皆様に割り当てられる Orchestra Holdings 株式は東京証券取引

所プライム市場に上場されているため、１単元以上の株式については本株式交換の効

力発生日以後も金融商品取引所での取引が可能であり、引き続き株式の流動性を提供

できるものと考えております。 

単元未満株式については、東京証券取引所プライム市場において売却することはで

きませんが、株主の皆様のご希望により、単元未満株式の買取制度をご利用いただく

ことが可能です。かかる取扱いの詳細については、上記「１.本株式交換に係る割当て

の内容」の（注３）「単元未満株式の取扱い」をご参照ください。 

また、本株式交換に伴い、１株に満たない端数が生じた場合における端数の取扱い

の詳細については、上記「１.本株式交換に係る割当ての内容」の（注４）「１株に満

たない端数の取扱い」をご参照ください。 

なお、Sharing Innovations の株主の皆様は、最終売買日である 2026 年 11 月 25

日（予定）までは、東京証券取引所グロース市場において、その所有する Sharing 

Innovations 株式を従来どおり取引することができるほか、基準時まで会社法その他

法令に定める適法な権利を行使することができます。 

 

（４） 公正性を担保するための措置（利益相反を回避するための措置を含む。） 

両社は、Orchestra Holdings が、2026 年８月 25 日現在、既に Sharing Innovations

株式 2,675,000 株（2025 年 12 月 31 日時点の発行済株式総数 3,793,300 株から同日時

点の自己株式数 49,700 株を減じた株式数に占める所有割合にして 71.46％）を保有し

ており、Sharing Innovations が Orchestra Holdings の連結子会社であり、Orchestra 

Holdings は Sharing Innovations の親会社に該当することから、本株式交換に際して

は、利益相反を回避して本株式交換の公正性を担保する必要があると判断し、以下の

とおり公正性を担保するための措置（利益相反を回避するための措置を含みます。）を

実施しております。 

 

① 両社における独立した第三者算定機関からの算定書の取得 

Orchestra Holdings は両社から独立した第三者算定機関である SBI 証券を、

Sharing Innovations は両社から独立した第三者算定機関である赤坂国際会計を、そ

れぞれの第三者算定機関として選定し、それぞれ株式交換比率に関する算定書を取

得いたしました。 

算定書の概要については、上記「２.本株式交換に係る割当ての内容の根拠等」の

「（２）算定に関する事項」をご参照ください。なお、両社は、いずれも、各第三者



 

算定機関から本株式交換比率が財務的見地から妥当又は公正である旨の意見書（フ

ェアネス・オピニオン）を取得しておりません。 

 

② 両社における独立した法律事務所からの助言 

Orchestra Holdings は、リーガル・アドバイザーとして、倉橋法律事務所を選定

し、同事務所より、本株式交換の諸手続及び Orchestra Holdings の意思決定の方

法・過程等について、法的助言を受けております。なお、倉橋法律事務所は、両社

から独立した法律事務所であり、両社との間に重要な利害関係を有しておりませ

ん。 

一方、Sharing Innovations は、リーガル・アドバイザーとして、アンダーソン・

毛利・友常法律事務所を選定し、同事務所より、本株式交換の諸手続及び Sharing 

Innovations の意思決定の方法・過程等について、法的助言を受けております。な

お、アンダーソン・毛利・友常法律事務所は、両社から独立した法律事務所であ

り、両社との間に重要な利害関係を有しておりません。また、本特別委員会は、

2026 年 7 月 10 日開催の第１回特別委員会において、アンダーソン・毛利・友常法

律事務所の独立性に特段の問題がないことを確認した上で、Sharing Innovations の

リーガル・アドバイザーとして選任することを承認しております。 

 

③ Sharing Innovations における独立性を有する特別委員会の設置及び特別委員会か

らの答申書の取得 

i. 設置等の経緯 

Sharing Innovations は、2026 年６月 29 日、Orchestra Holdings から本株式交

換の提案を受け、本株式交換に関する具体的な検討を開始するに際し、Sharing 

Innovations の取締役会において、本株式交換の是非を審議及び決議するに先立っ

て、本株式交換に係る Sharing Innovations の取締役会の意思決定に慎重を期し、

また、Sharing Innovations の取締役会の意思決定過程における恣意性及び利益相

反のおそれを排除し、その公正性を担保するとともに、Sharing Innovations の取

締役会において本株式交換を行う旨の決定をすることが Sharing Innovations の一

般株主にとって公正であるといえるかどうかについての意見を取得することを目

的として、2026 年７月５日に、Orchestra Holdings 及び本株式交換の成否からの

独立性を有しており、かつ、東京証券取引所に独立役員として届け出ている

Sharing Innovations の社外取締役である水谷健彦氏及び上村紀夫氏、並びに社外

監査役（常勤監査役）である富田直樹氏の３名により構成される本特別委員会を

設置いたしました。なお、富田直樹氏については、2019 年７月まで Orchestra 



 

Holdings に在籍しておりましたが、同社に在籍していた当時、内部監査室に所属

しており、業務の執行には含まれない業務執行部門の監査に従事していたこと、

2019 年３月に Sharing Innovations の監査役に就任し、監査役就任後相当期間が

経過していること、現在富田直樹氏と Orchestra Holdings との間に人的関係、資

本関係、取引関係は存在せず、Orchestra Holdings の影響力は及んでいないこと

から、本特別委員会の委員として求められる独立性に問題はないと判断し、公認

会計士としての財務及び会計に関する高い知見を有することを考慮して、本特別

委員会の委員として選任いたしました。また、本特別委員会の委員の互選により

本特別委員会の委員長として水谷健彦氏が選定されました。なお、本特別委員会

の委員の報酬は、本株式交換の成否及び答申内容にかかわらず支払われる固定報

酬のみであり、本株式交換の成立を条件に支払われる成功報酬は含まれておりま

せん。 

また、Sharing Innovations は、本特別委員会に対して、（ａ）本株式交換の目

的は合理的と認められるか（本株式交換が Sharing Innovations の企業価値向上に

資するかを含む。）、（ｂ）本株式交換の条件（本株式交換における株式交換比率を

含む。）の公正性が確保されているか、（ｃ）本株式交換において、公正な手続を

通じた Sharing Innovations の一般株主の利益への十分な配慮がなされているか、

（ｄ）上記（ａ）から（ｃ）のほか、本株式交換は一般株主にとって公正である

と考えられるかについて諮問いたしました（当該諮問事項を、以下「本諮問事

項」といいます。）。加えて、Sharing Innovations の取締役会は、本諮問事項の諮

問にあたり、本株式交換に関する Sharing Innovations の取締役会の意思決定は、

本特別委員会の判断内容を最大限尊重して行うこと及び本特別委員会が本株式交

換に関する取引条件が妥当でないと判断したときには Sharing Innovations の取締

役会は当該取引条件による本株式交換を実施しないこととすることを決議してお

ります。 

あわせて、Sharing Innovations の取締役会は、本特別委員会に対して、（ア）

本株式交換の取引条件等に関する Sharing Innovations による交渉について事前に

方針を確認し、適時にその状況の報告を受け、意見を述べ、指示や要請を行うこ

と等により、本株式交換の取引条件等に関する交渉過程に実質的に関与する権

限、（イ）Orchestra Holdings 及び Sharing Innovations の株式価値評価並びに本

株式交換に係るフェアネス・オピニオンの提供その他特別委員会が必要と判断す

る事項を第三者算定機関等に委託することができる権限（その場合の合理的な費

用は、Sharing Innovations が負担する。）、（ウ）適切な判断を確保するために、

Sharing Innovations の取締役、従業員その他特別委員会が必要と認める者に特別



 

委員会への出席を要求し、必要な情報について説明を求める権限を付与すること

を決議しております。 

 

ii. 検討の経緯 

本特別委員会は、2026 年７月 10 日から 2026 年８月 24 日までに、合計８回に

わたって開催したほか、委員会外においても、電子メール等を通じて、情報収集

を行い、必要に応じて随時協議等を行う等して、本諮問事項について、慎重に検

討を行いました。  

具体的には、本特別委員会は、Sharing Innovations が選任した第三者算定機関

である赤坂国際会計及び法務アドバイザーであるアンダーソン・毛利・友常法律

事務所について、いずれも独立性及び専門性に問題がないことを確認し、その選

任を承認いたしました。 また、本特別委員会は、必要に応じ Sharing Innovations

のアドバイザー等から専門的助言を得ることとし、本特別委員会として独自にア

ドバイザー等を選任しないことを確認しております。 

その上で、本特別委員会は、両社に対して、2026 年７月に合計４回の質問状の

送付を行った上で、本株式交換に至る背景、本株式交換により創出されるシナジ

ーの内容、本株式交換のストラクチャーとしての妥当性及び本株式交換後の成長

戦略等について回答を受領しました。また、本特別委員会は、Sharing 

Innovations に対しては、上記事項を含む本株式交換に係る Sharing Innovations

の検討内容等について説明を受け、質疑応答を行いました。また、本特別委員会

は、Sharing Innovations から、本株式交換比率の算定の前提となる Sharing 

Innovations の事業計画の作成手続及び内容並びに重要な前提条件及び作成経緯等

についての説明を受け、その合理性について確認及び承認をしました。また、

Sharing Innovations の法務アドバイザーであるアンダーソン・毛利・友常法律事

務所から、本株式交換に係る Sharing Innovations の取締役会の意思決定の方法・

過程等、本特別委員会の運用その他の本株式交換に係る手続面の公正性を担保す

るための措置及び利益相反を回避するための措置に関して助言を受けておりま

す。さらに、Sharing Innovations の第三者算定機関である赤坂国際会計から、本

株式交換比率の算定方法及び算定結果の説明を受け、質疑応答を行いました。  

なお、本特別委員会は、両社の間における本株式交換に係る協議・交渉の経緯

及び内容について適宜に報告を受けた上で、Orchestra Holdings から本株式交換

比率についての最終的な提案を受けるまで複数回にわたり交渉の方針等について

協議を行い、Sharing Innovations に意見する等して、Orchestra Holdings との交

渉過程に実質的に関与しております。 



 

 

iii. 判断内容 

本特別委員会は、以上の経緯の下で、本諮問事項について慎重に協議及び検討

を行った結果、委員全員の一致で、2026 年８月 24 日付で、本株式交換は

Sharing Innovations の一般株主にとって公正なものである旨の答申書を Sharing 

Innovations の取締役会に対して提出しております。本答申書の内容については、

両社が 2026 年８月 25 日付で公表した「株式会社 Orchestra Holdings による株式

会社 Sharing Innovations の完全子会社化に関する株式交換契約締結（簡易株式交

換）のお知らせ」の別添の 2026 年８月 24 日付｢答申書｣をご参照ください。 

 

④ Sharing Innovations における、利害関係を有しない取締役全員の承認及び利害関

係を有しない監査役全員の異議がない旨の意見 

Sharing Innovations は、アンダーソン・毛利・友常法律事務所から得た法的助

言、赤坂国際会計から得た財務的見地からの助言、本株式交換比率算定書（赤坂

国際会計）の内容、本特別委員会から入手した本答申書、本特別委員会が両社と

の間で実施した複数回にわたる継続的な協議の内容及びその他の関連資料を踏ま

え、本株式交換が Sharing Innovations の企業価値の向上に資するか否か、及び本

株式交換比率を含む本株式交換に係る取引条件が妥当なものか否かについて慎重

に協議・検討を行った結果、2026 年８月 25 日付の Sharing Innovations の取締役

会において、    その全員一致により本株式交換契約を締結することを決議してお

ります。また、当該取締役会においては、Sharing Innovations の監査役全員がい

ずれも当該決議を行うことについて異議がない旨の意見を述べております。な

お、Sharing Innovations の取締役のうち、柳径太氏については、2019 年１月頃

まで Orchestra Holdings の取締役に就任しておりましたが、Sharing Innovations

への転籍後相当期間が経過しており、Orchestra Holdings の影響力は及んでいな

いものと判断したことから、本株式交換に係る Sharing Innovations の取締役会の

審議及び決議には参加しております。また、Sharing Innovations の監査役のう

ち、富田直樹氏については、2019 年７月まで Orchestra Holdings に在籍してお

りましたが、Sharing Innovations の監査役就任後相当期間が経過しており、

Orchestra Holdings の影響力は及んでいないものと判断したことから、本株式交

換に係る Sharing Innovations の取締役会に参加しております。 

 

⑤ Sharing Innovations における独立した検討体制の構築 



 

Sharing Innovations は、Orchestra Holdings から独立した立場で、本株式交換

に係る検討、交渉及び判断を行う体制を Sharing Innovations の社内に構築いたし

ました。具体的には、Sharing Innovations は、アンダーソン・毛利・友常法律事

務所の助言を踏まえ、2026 年６月に、Orchestra Holdings より本株式交換の提案

を受領した日以降、本株式交換に関する検討（株式交換比率の算定の基礎となる

事業計画の作成を含みます。）並びに Orchestra Holdings との協議及び交渉を行う

にあたり、Orchestra Holdings の役職員との兼任者や Orchestra Holdings からの

出向者を含めない体制を構築いたしました。 

 

⑥ 他の買収者による買収提案の機会の確保（マーケット・チェック） 

両社は、Sharing Innovations が Orchestra Holdings 以外の買収提案者（以下

「対抗的買収提案者」といいます。）と接触することを禁止するような取引保護条

項を含む合意等、対抗的買収提案者が Sharing Innovations との間で接触すること

を制限するような内容の合意を一切行っておりません。 

また、本株式交換契約を承認するための Sharing Innovations の臨時株主総会

は、本株式交換契約の締結が公表されてから２ヶ月後である 2026 年 10 月 26 日

に開催予定であり、他の企業買収の事例と比しても、対抗的買収提案者による機

会が十分に確保されていると考えております。 

 

⑦ Orchestra Holdings における利害関係を有しない取締役全員の承認及び監査役全

員の異議がない旨の意見 

本株式交換に関する議案を決議した 2026 年８月 25 日開催の Orchestra 

Holdings の取締役会においては、Orchestra Holdings の取締役６名のうち、中村

慶郎氏、佐藤亨樹氏を除く４名の取締役により審議のうえ、その全員の賛成によ

り本株式交換の実施を決議しております。なお、中村慶郎氏、佐藤亨樹氏は、

Sharing Innovations が発行している第２回新株予約権の受益者であり、本株式交

換に関し利害が相反し又は相反するおそれがあるため、いずれも、Orchestra 

Holdings の取締役会における本株式交換に関する審議及び決議に参加しておら

ず、Orchestra Holdings の立場において本株式交換に関する Sharing Innovations

との協議・交渉に参加しておりません。 

また、上記の取締役会においては、Orchestra Holdings の監査役３名全員が出

席し、いずれも上記決議を行うことについて異議がない旨の意見を述べておりま

す。 

 



 

３．本株式交換の対価として Orchestra Holdings 株式を選択した理由 

両社は、本株式交換の対価として、Orchestra Holdings 株式を選択いたしました。

Orchestra Holdings は、かかる交換対価につき、①Orchestra Holdings 株式が東京証券

取引所プライム市場に上場されており、本株式交換の効力発生後も、引き続き同市場に

おいて取引機会が確保されていること、及び②Sharing Innovations の株主の皆様は、

Orchestra Holdings 株式を交換対価として受け取ることにより本株式交換によるシナジ

ーを享受することも期待できることを考慮して、上記の選択は適切であると考えており

ます。 

 

４．株式交換完全親会社の資本金及び準備金の額に関する事項についての定めの相当性に

関する事項 

本株式交換により増加する Orchestra Holdings の資本金及び準備金の額は、以下のと

おりです。かかる金額は、Orchestra Holdings の財務状況、資本政策その他の諸事情を

総合的に考慮・検討して法令の範囲内で決定したものであり、相当であると考えており

ます。 

資本金の額：0 円 

資本準備金の額：会社計算規則第 39 条に従い Orchestra Holdings が別途定める額 

利益準備金の額：0 円 

 

 

  



 

別紙 3 

会社法第 768 条第１項第４号及び第５号に掲げる事項についての定め 

の相当性に関する事項 

Sharing Innovations は、2026 年８月 25 日現在残存している新株予約権として、下

表「Sharing Innovations が発行している新株予約権」列記載の新株予約権（合計

32,492 個、目的となる Sharing Innovations 株式の数の合計 324,920 株）を発行してお

ります。なお、新株予約権付社債は発行しておりません。 

 

Sharing Innovations が発行している新株予約権 Orchestra Holdings が発行する新株予約権 

回号 個数 

目的 

株式数 

（注１） 

行使価額 

（注２） 
回号 

個数 

（注３） 

目的 

株式数 

（注３） 

（注４） 

行使価額 

（注２） 

第１回 350 個 3,500 株 230 円 第５回 350 個 1,750 株 482 円 

第２回 26,050 個 260,500 株 230 円 第６回 26,050 個 130,250 株 482 円 

第３回 6,092 個 60,920 株 690 円 第７回 6,092 個 30,460 株 1,444 円 

 

（注１） 目的となる株式の種類は Sharing Innovations 株式であり、上表中では、

各回号の新株予約権１個につき目的となる Sharing Innovations 株式の数

に新株予約権の個数を乗じて得られる株式数を記載しております。 

（注２） 新株予約権の行使価額は、いずれも新株予約権の行使に際して払込みをす

べき１株当たりの金額を記載しており、調整される場合があります。 

（注３） Sharing Innovations が発行する新株予約権のうち行使可能な状況にある新

株予約権が行使された場合には、当該行使された数に応じて Orchestra 

Holdings が発行する新株予約権の数及びその目的となる株式数は減少する

こととなります。 

（注４） 目的となる株式の種類は Orchestra Holdings 株式であり、上表中では、各

回号の新株予約権１個につき目的となる Orchestra Holdings 株式の数に新

株予約権の個数を乗じて得られる株式数を記載しております。 

 

Orchestra Holdings は、本株式交換に際して、基準時において Sharing Innovations

が発行する第１回新株予約権乃至第３回新株予約権に関する新株予約権者に対し、そ

の所有する新株予約権１個につき、各新株予約権の内容及び本株式交換の株式交換比

率を踏まえ、上表のとおり、Orchestra Holdings が発行する第５回新株予約権乃至第

７回新株予約権をそれぞれ割り当てます。 



 

かかる定めについては、行使可能な Sharing Innovations の新株予約権を有する新株

予約権者に対して、当該新株予約権と実質的に同内容かつ同数の Orchestra Holdings

の新株予約権を交付するものであり、相当であると判断しております。 

 

 

 



 

別紙 4 

【株式交換完全子会社の最終事業年度に係る計算書類等の内容】 

次ページ以降をご参照ください。 

 

  



 

事 業 報 告 
 

 

 

（ 
2025 

2025 

年 

年 

1 

12 

月 

月 

１ 

31 

日から 

日まで ） 
 

 

１ 企業集団の現況に関する事項 
 

１．事業の経過及びその成果 

当連結会計年度におけるわが国経済は、緩やかな回復基調にありましたが、ウクラ
イナ・ロシア情勢、米国の政策動向などの国際情勢に加え、原材料・エネルギー価
格の高騰などのリスクがあり、先行きは不透明な状況が続いております。 

当社グループの主要事業であるデジタルトランスフォーメーション事業を取り巻く
環境といたしましては、IT 人材不足が今後ますます深刻化し、2030 年には約 45 万
人程度まで IT 人材の不足規模が拡大するとの推計結果が出ております。（出所:経済
産業省委託事業「IT 人材需給に関する調査」） 

また、デジタルトランスフォーメーション（DX）のトレンドが進展する中、生産
性の向上や業務の効率化を目的にクラウドファースト戦略を実行する企業は引き続
き増加傾向となっております。また企業が従来型 IT からクラウドへ移行するクラウ
ドマイグレーションは、対象システム領域の多様化が顕著となっており、WEB シス
テムや情報系システムから基幹系システムへと対象システム領域が拡大しておりま
す。2024 年の国内クラウド市場は、前年比 29.2％増の 9 兆 7,084 億円（売上額ベー
ス）となりました。また、2024 年～2029 年の年間平均成長率（CAGR：Compound 
Annual Growth Rate）は 14.6％で推移し、2029 年の市場規模は 2024 年比約 2.0 倍
の 19 兆 1,965 億円になると予測されております。（出所：IDCJapan 株式会社「国内
クラウド市場予測、2024 年～2029 年」） 

このような環境のもと、当社グループでは、クライアントの DX を
“Transformation”まで支援できる企業、コンサルティングとともに先端テクノロジー
の提案が可能な集団を目指すという長期計画を掲げております。 

当連結会計年度においては、上期に、主に営業体制の整備と新規領域の体制強化を
図るための採用や品質改善対応といった投資を実行し、下期にかけて利益が増加す
ることを見込んでおりましたが、当社を取り巻く外部環境の変化を受け、Salesforce
領域、SES 領域の収益が減益となり、データ、IT コンサルティングといった新規事
業領域が伸長するも、当初の計画を下回りました。Salesforce 領域では、前年より中
堅・エンタープライズ向けに軸足をシフトしてまいりましたが、案件の難易度・サイ
ズアップが加速し、難易度・サイズに対応できるプロジェクトマネージャー
（PM）・プロジェクトリーダー（PL）の必要性が増しております。それに伴い、
PM・PL の不足から当初の計画より案件数、売上高が減少いたしました。SES（パ
ートナー）領域では、業界で内製化が進展し、専門性の高い市場へニーズがシフト
しております。レガシー、ロースキル領域は市場ニーズが減少し、当社の売上も減少
いたしました。ただ、営業体制を強化したことで、直近は当社への引き合いが増加
しております。 

PM・PL を採用することで、Salesforce 領域では中堅・エンタープライズ向けの案
件により対応できるようになりますが、採用市場での PM・PL の採用難易度の高ま
りを受けて、継続して採用活動を行うものの、Salesforce 領域以外で新規事業強化や
コストダウンの推進を進め、採用によらない収益改善の施策にも取り組んでおりま
す。新規事業領域では、今年より注力しているデータ事業、IT コンサルティング事



 

業が前年比で伸長しております。データ事業では案件数が増加し、パートナーエンジ
ニアと協働して、案件を推進しております。IT コンサルティング事業では、2025 年
8 月に M&A で Coznet 合同会社をグループに迎え入れ、ERP 領域を強化いたしまし
た。プロパーのエンジニアをアサインすることで、こなせる案件も増えるため、成
長率の高い新規事業へ社内リソースをシフトしてまいります。さらに ERP 領域では
採用も推進し、新規事業領域全体の強化を図っております。また、コストダウンの面
では、現時点で賃料や社内で利用している各種システムのライセンス費用等の見直し
に着手しており、2026 年には、2025 年比で約 1 億円の固定費削減を見込んでおりま
す。 

なお、既存事業については、Salesforce 領域では、単に 1 つのシステムを導入して
終わりではなく、導入したシステムの追加開発や別システムの導入など主要アカウン
ト内を拡大する戦略に切り替え、その業務知見を活かした効率的かつ低リスクなデ
リバリを実施してまいります。またスキルを応用、横展開できる新たなソリューショ
ン商材（Lark、Gainsight など）の取り扱いも拡大いたします。さらに、2025 年 7 月
の組織変更でエンジニアの体制をプール制に変更したことで、柔軟なアサインを可
能とし、高い稼働率を継続してまいります。SES（パートナー）領域では、内製化が
進む中でも市場ニーズの強い体制（1 名ではなく 5～10 名のチーム）提供を主眼に、
浅い商流での体制提供の SES を推進する方向へ主軸を転換し、商流の深い単独提供
の SES は極力避ける方針です（商流の観点では、より収益性が高く条件面でも柔軟
性のある浅い商流を、人数の観点では、市場から求められている 5～10 人体制を主
軸といたします）。また、市場ニーズが高い専門性領域（AI やデータ等）に対応可能
なパートナーエンジニアの開拓を強化してまいります 

以上の結果、当連結会計年度の業績は、売上高 4,458,053 千円（前期比 13.8％
減）、営業利益 100,369 千円（同 58.0％減）、経常利益 93,112 千円（同 60.4％減）、
親会社株主に帰属する当期純利益 23,971 千円（同 82.5％減）となりました。 

 

 セグメント別の業績は、次のとおりであります。 

① デジタルトランスフォーメーション事業 
当事業においては、事業開始から M&A を推進し、同時に IT 人材の採用を行う

ことで開発体制の拡充を進めてまいりました。IT 利活用の多様化・高度化に伴い
拡大する IT 需要を取り込み、各種 Web システム開発、スマホアプリ開発、クラウ
ドインテグレーション等の案件を受注しております。 

以上の結果、売上高は 4,088,439 千円（同 14.4％減）、セグメント利益（営業利
益）は 368,796 千円（同 25.3％減）となりました。 

 

② プラットフォーム事業 

当事業においては、「チャットで話せる占いアプリ-ウラーラ」を主力としたスマ
ートフォン向けアプリの企画・開発・運営などに取り組んでおります。 

以上の結果、売上高は 396,432 千円（同 6.0％減）、セグメント利益（営業利益）
は 52,396 千円（同 13.4％増）となりました。 

 

２．重要な組織再編等の状況 

 当社は、2025 年 8 月 31 日付で Coznet 合同会社の持分を取得し、子会社としまし

た。 

 

 

 



 

３．財産及び損益の状況 

(1) 企業集団の財産及び損益の状況 

区 分 
第 15 期 

(2022 年 12 月期) 
第 16 期 

(2023 年 12 月期) 
第 17 期 

(2024 年 12 月期) 

第 18 期 
(当連結会計年度) 
(2025 年 12 月期) 

売 上 高 （千円） 5,189,147 5,057,617 5,169,035 4,458,053 

経 常 利 益 （千円） 173,050 126,392 235,231 93,112 

親会社株主に帰属する 
当 期 純 利 益 

（千円） 96,524 34,013 137,018 23,971 

１株当たり当期純利益 （円） 25.93 9.09 36.60 6.40 

総 資 産 （千円） 2,028,968 2,318,619 2,452,099 2,330,159 

純 資 産 （千円） 1,413,979 1,448,577 1,585,704 1,609,716 

１株当 たり純 資産額 （円） 377.87 386.61 423.24 429.65 
  

（注）１株当たり当期純利益は、自己株式を控除した期中平均発行済株式総数により、１

株当たり純資産額は、自己株式を控除した期末発行済株式総数により算出しており

ます。 

 

(2) 当社の財産及び損益の状況 

区 分 
第 15 期 

(2022 年 12 月期) 
第 16 期 

(2023 年 12 月期) 
第 17 期 

(2024 年 12 月期) 

第 18 期 
(当事業年度) 

(2025 年 12 月期) 

売 上 高 （千円） 5,160,541 5,014,330 5,157,669 4,418,251 

経 常 利 益 （千円） 196,807 148,946 249,746 98,729 

当 期 純 損 益 （千円） 72,545 35,889 129,717 7,669 

１株当たり当期純利益 （円） 19.49 9.59 34.65 2.05 

総 資 産 （千円） 1,961,217 2,269,381 2,442,274 2,291,371 

純 資 産 （千円） 1,417,253 1,454,293 1,584,010 1,591,680 

１ 株 当 た り 純 資 産 額 （円） 378.74 388.13 422.78 424.83 
  

（注）１株当たり当期純利益は、自己株式を控除した期中平均発行済株式総数により、１

株当たり純資産額は、自己株式を控除した期末発行済株式総数により算出しており

ます。 

 

 

 

  



 

４．対処すべき課題 

(1) 新技術への対応 

 当社グループが属する IT 業界では技術革新が絶え間なく行われており、近年は AI
（人工知能）の活用等により、テクノロジーの進化が進んでおり、併せてユーザニー
ズも変化しております。同時に既存ベンダ、他業種からの新規参入、M&A 等 IT 業界
全体として、競争が活発化しております。 

 このような事業環境のもとで、当社グループが継続的に事業を拡大していくために
は、新技術に適時に対応していくことが必要であると認識しており、新技術及び新サ
ービスの開発を継続的に行うとともに、優秀な人材の確保に取り組んでおります。 

 

(2) 海外展開への対応 

 経済活動のグローバル化に伴い、当社グループにおいても、海外市場への対応が必
要であると認識しております。かかる課題に対して、当社グループでは市場調査を検討
しており、デジタルトランスフォーメーション事業においては、当社グループでは、
現在ベトナム社会主義共和国にシステム開発を行う子会社を１社有しており、海外に
おける事業体制の強化等を検討しております。 
 

(3) 人材確保と人材育成 
 当社グループの企業規模の拡大及び成長のためには、営業力や技術力の強化、生産
性の向上による高付加価値なサービスを提供し、継続的に高い顧客満足度を得る必要
があると考えております。そのためには、社員全員が経営理念や経営方針を深く理解
し、個人を尊重し、強いチームワークを発揮していき、働きがいのある組織風土を醸
成していく必要があります。当社グループでは、社員への教育として従業員研修や人事
評価制度の整備及び強化を進めるとともに、従業員サーベイや従業員向け説明会等を
行い社内コミュニケーションの活性化を図っております。また、採用活動を積極的に
推進しております。 

 
(4) 内部管理体制の強化 

 当社グループは、今後より一層の企業規模の拡大及び成長を見込んでおります。その
ため、企業規模拡大に応じた内部管理体制の構築を図るために、コーポレート・ガバ
ナンスを重視し、リスクマネジメントの強化、並びに金融商品取引法における内部統
制報告制度の適用等も踏まえた内部統制の継続的な改善及び強化を推進してまいりま
す。また、昨今、システム障害、自然災害等による不測の事態による事業の停止や人
権への配慮等、企業を取り巻くリスクも多様化しております。そのため、ISMS 国際規
格「ISO/IEC27001:2023」の認証の維持・更新、コンプライアンス研修やコンプライ
アンスアンケートを通じ、当社の事業に関連する法規制や社会的要請等の環境変化に
も対応しつつ、企業としてより一層強靭化をするために、内部管理体制の整備及び改
善に努めてまいります。 

 

５．主要な事業内容（2025 年 12 月 31 日現在）  
事 業 区 分 事 業 内 容 

デジタルトランスフォー 
メ ー シ ョ ン 事 業 クラウドインテグレーション、WEB システム開発 

プ ラ ッ ト フ ォ ー ム 事 業 ネイティブアプリの企画・運営 

 

  



 

６．主要な事業所及び使用人の状況（2025 年 12 月 31 日現在） 

⑴ 主要な事業所 

① 当社 

本 社 東京都渋谷区 

支 社 

エンジニアセンター（東京都渋谷区）、福岡オフィス（福

岡県福岡市）、大分オフィス（大分県大分市）、大阪オフィ

ス（大阪府大阪市） 
 

② 子会社 

SHARING INNOVATIONS VIETNAM CO.,LTD. ベトナム社会主義共和国 

株式会社インタームーブ 東京都渋谷区 

Coznet 合同会社 東京都渋谷区 

 

⑵ 使用人の状況 

 ① 企業集団の使用人の状況 

事 業 区 分 使 用 人 数 前連結会計年度末比増減 

デジタルトランスフォーメ

ー シ ョ ン 事 業 
186 名 46 名減 

プ ラ ッ ト フ ォ ー ム 事 業 4 増減なし 

全 社 （ 共 通 ） 22 1 名増 

合 計 212 45 名減 

（注）１. 使用人数は、契約社員を含む就業人員数であります。臨時雇用者は当連結会計年

度の平均人数が使用人数の 10％に満たないため、記載を省略しております。 

２.全社（共通）は、特定のセグメントに区分できない管理部門の使用人でありま

す。 

３.使用人数が前連結会計年度末と比べて 45 名減少しております。主な理由は、コ

スト最適化として、人員の再配置を行い、当社グループ外への転籍を進めたこ

と、自己都合退職の増加及び人員の配置状況を鑑み、これまで行ってきた新卒採

用を見送ったこと等によるものであります。 

 

② 当社の使用人の状況  

使 用 人 数 前事業年度末比増減 平 均 年 齢 平均勤続年数 

193 名 42 名減 36.1 歳 5.8 年 

（注）１. 使用人数は、契約社員を含む就業人員数であります。臨時雇用者は当事業年度の

平均人数が使用人数の 10％に満たないため、記載を省略しております。 

２.使用人数が前事業年度末と比べて 42 名減少しております。主な理由は、コスト

最適化として、人員の再配置を行い、当社グループ外への転籍を進めたこと、自

己都合退職の増加及び人員の配置状況を鑑み、これまで行ってきた新卒採用を見

送ったこと等によるものであります。 



 

７．重要な親会社及び子会社の状況 

⑴ 親会社の状況 

会社名 資本金 当社に対する議決権比率 当社との関係 

株式会社 Orchestra Holdings 354,060 千円 71.5％ - 

 

⑵ 重要な子会社の状況 

 該当事項はありません。 

 

８．主要な借入先及び借入額（2025 年 12 月 31 日現在） 

借入先 借入残高 

株式会社みずほ銀行 166,560 千円 

株式会社りそな銀行 91,670 千円 

 

９．その他企業集団の現況に関する重要な事項 

記載すべき重要な事項はありません。 

 

  



 

２ 株式に関する事項（2025 年 12 月 31 日現在） 
 

① 発行可能株式総数 12,000,000 株 

② 発行済株式の総数 3,793,300 株 

③ 株主数 1,404 名 

④ 上位 10 名の株主 
 

株 主 名 持 株 数 持 株 比 率 

株式会社 Orchestra Holdings 2,675,000 株 71.5% 

株式会社 SBI 証券 212,302 株 5.7% 

芝井 敬司 79,200 株 2.1% 

上田八木短資株式会社 48,700 株 1.3% 

鈴木 昭久 35,000 株 0.9% 

青山 泰長 30,000 株 0.8% 

塩原 敏也 27,000 株 0.7% 

中嶋 康彦 21,800 株 0.6% 

野村證券株式会社 20,900 株 0.6% 

松井証券株式会社 20,200 株 0.5% 
 

（注）当社は、自己株式 49,700 株を保有しておりますが、上記大株主からは除外しており

ます。 

⑤ その他株式に関する重要な事項  

 該当事項はありません。



 

３ 新株予約権等に関する事項 
 

１. 当事業年度末日に当社役員が有する職務執行の対価として交付された新株予約権等の

内容の概要     

 該当事項はありません。 

 

 

２. 当事業年度中に職務執行の対価として使用人等に対し交付した新株予約権の状況  

 該当事項はありません。 

 

 

３. その他新株予約権等に関する重要な事項  

 記載すべき重要な事項はありません。 

  



 

４ 会社役員に関する事項 
 

１．取締役及び監査役（2025 年 12 月 31 日現在）  
会社における地位 氏 名 担 当 及 び 重 要 な 兼 職 の 状 況 

代 表 取 締 役 社 長 信 田  人 株式会社ヴェス取締役 

代 表 取 締 役 会 長 栁  径 太  

取 締 役 西 田  祐 

当社 CFO 
株式会社インタームーブ代表取締役 
SHARING INNOVATIONS 
VIETNAM CO.,LTD.代表取締役 

取 締 役 上 村 紀 夫 株式会社エリクシア代表取締役 

取 締 役 水 谷 健 彦 

株式会社 JAM 代表取締役 

株式会社 PKSHA Technology 社外取締役 
AnyMind Japan 株式会社 CHRO 

AnyMind Group 株式会社 Managing 
Director 
株式会社揚羽社外取締役 

常 勤 監 査 役 富 田 直 樹 

株式会社 GRANDIR 代表取締役 

株式会社ラフール監査役 

株式会社グッド・アイズ建築検査機構監査
役 

監 査 役 田 中 貴 一 

弁護士法人片岡総合法律事務所パートナー 

地主フィナンシャルアドバイザーズ株式会
社 

社外取締役 

監 査 役 伊 東 亜 矢 子 三宅坂法律事務所パートナー 
 

（注）１. 取締役上村紀夫氏、水谷健彦氏は、社外取締役であります。 
２.監査役富田直樹氏、田中貴一氏、伊東亜矢子氏は、社外監査役であります。 

３.監査役富田直樹氏は、公認会計士の資格を有しており、財務及び会計に関する相

当程度の知見を有するものであります。 

４.監査役田中貴一氏、伊東亜矢子氏は、弁護士の資格を有しており、企業法務に関

する相当程度の知見を有するものであります。 

５.取締役上村紀夫氏、水谷健彦氏、監査役田中貴一氏及び伊東亜矢子氏につきまし

ては、東京証券取引所に対し、独立役員として届け出ております。 
  



 

２．責任限定契約の内容の概要 

 当社は、会社法第 427 条第１項の規定に基づき、各社外取締役及び各監査役との間

において、会社法第 423 条第１項の損害賠償責任について、職務を行うにつき善意で

かつ重大な過失がないときは、法令が定めた額を限度とする契約を締結しておりま

す。 

 

３．役員等賠償責任保険契約の内容の概要 

 当社は会社法第 430 条の３第１項に規定する役員等賠償責任保険契約を保険会社と

の間で締結しており、これにより、被保険者が会社役員などの地位に基づいて行った

行為（不作為を含む）に起因して損害賠償請求がなされたことにより、被保険者が被

る損害賠償金や争訟費用などを補償することとしています。ただし、贈収賄などの犯罪

行為や意図的に違法行為を行った役員自身の損害などは補償対象外とすることによ

り、役員などの職務の執行の適正性が損なわれないように措置を講じています。 

 当該役員等賠償責任保険契約の被保険者は当社及び子会社の取締役、監査役、執行

役員であり、すべての被保険者について、その保険料を全額当社が負担しております。 

 

４．取締役及び監査役の報酬等 

イ．役員報酬等の内容の決定に関する方針等 

 当社は、2024 年８月 28 日開催の取締役会において、取締役の個人別の報酬等の内

容にかかる決定方針を決議しております。当該取締役の個人別の報酬等の内容にかか

る決定方針については、任意の諮問機関である指名報酬委員会へ諮問し、答申を受け

ております。 

 また、取締役会は、取締役の個人別の報酬等の内容決定にあたっては、報酬の総額

が株主総会の定める報酬の上限額を下回っており、また、社外取締役及び社外監査役

が構成員の過半数を占める指名報酬委員会が取締役会より諮問を受け、その内容につ

いて決定方針との整合性を含めた多角的な検討を行っているため、基本的にその答申

を尊重し、取締役の個人別の報酬等の内容が決定方針に沿うものであると判断してお

ります。 

 取締役の個人別の報酬等の内容にかかる決定方針の内容は次のとおりです。 

 

a．取締役の個人別の報酬等(業績連動報酬等または非金銭報酬等のいずれでもない

報酬等に限り、以下「基本報酬」という。)の額またはその算定方法の決定に関す

る方針 

 当社の取締役の基本報酬は、月例の固定報酬とし、役位、職責、在任年数に応

じて他社水準、当社の業績、従業員給与の水準をも考慮しながら、総合的に勘案

して決定するものとする。 



 

b．業績連動報酬等に係る業績指標の内容及び当該業績連動報酬等の額または数の算

定方法の決定に関する方針 

 業績連動報酬等は、現時点においては設けないものとする。なお、業績連動報

酬等を設ける場合には、当該業績連動報酬等に係る業績指標の内容及び当該業績

連動報酬等の額または数の算定方法の決定に関する方針を取締役会において別途

決議する。 

c．非金銭報酬等の内容及び当該非金銭報酬等の額もしくは数またはその算定方法の

決定に関する方針 

 非金銭報酬等は、現時点においては設けないものとする。なお、非金銭報酬等

を設ける場合には、当該非金銭報酬等の内容及び当該非金銭報酬等の額もしくは

数またはその算定方法の決定に関する方針を取締役会において別途決議する。 

d．基本報酬の額、業績連動報酬等の額または非金銭報酬等の額の取締役の個人別の

報酬等の額に対する割合の決定に関する方針 

 業績連動報酬等及び非金銭報酬等が存在しないため、報酬等の種類別の割合に

ついては具体的な割合を予め定めないものとする。 

e．取締役に対し報酬等を与える時期または条件の決定に関する方針 

 上記 a～c に記載のとおり。なお、業績連動報酬等または非金銭報酬等を新たに

設ける場合には、当該業績連動報酬等または非金銭報酬等を与える時期または条

件の決定に関する方針を取締役会において別途決議する。 

 

ロ．監査役の報酬等の内容に係る決定方針に関する事項 

 監査役の報酬等は経営に対する独立性、客観性を確保する見地から固定報酬のみで

構成されており、株主総会において決議された報酬限度額の範囲内で、監査役会にお

いて役割等を勘案し、監査役の協議にて決定しております。 

 

ハ．取締役の個人別の報酬等の内容の決定に係る委任に関する事項 

a. 委任を受けた者の氏名並びに内容を決定した日における会社での地位及び担当 

 代表取締役社長 信田人及び代表取締役会長 栁径太 

b. 委任された権限の内容 

 各取締役の具体的な報酬等（業績連動報酬等及び非金銭報酬等以外）の決定 

c. 権限を委任した理由 

 会社経営の最高責任者である代表取締役社長信田人氏及び代表取締役会長栁径太

氏が当社の事情に最も精通していることから、取締役の公正な評価と報酬等の配分

を実現し、取締役のモチベーションアップに資するためであります。 

d. 委任された権限が適切に行使されるようにするための措置を講じた場合はその内容 



 

 社外取締役及び社外監査役が構成員の過半数を占める指名報酬委員会が、取締役

会の諮問に基づき答申された内容を基に、代表取締役社長信田人氏及び代表取締役

会長栁径太氏が報酬額を決定いたしました。 

 

区分 
報酬等の 

総額 
（千円） 

報酬等の種類別の総額（千円） 
対象となる役員の

員数（名) 基本 
報酬 

業績連動 
報酬等 

非金銭 
報酬等 

取 締 役 
（うち社外取締役） 

46,866 
（6,250） 

46,866 
（6,250） 

- 
（-） 

- 
（-） 

5 
（2） 

監 査 役 
（うち社外監査役） 

12,950 
（12,950） 

12,950 
（12,950） 

- 
（-） 

- 
（-） 

3 
（3） 

合 計 
（ う ち 社 外 役 員 ） 

59,816 
（19,200） 

59,816 
（19,200） 

- 
（-） 

- 
（-） 

8 
（5） 

 

（注）１．取締役の報酬等の額には、使用人兼務取締役の使用人分給与は含まれておりま

せん。 

２．取締役の報酬等の額は、2020 年６月１日開催の臨時株主総会で決議された報酬

限度額年額 500,000 千円の範囲内で、経営環境、役位、会社への貢献度、業績

等を勘案して決定することとしております。当該株主総会終結時点の取締役の員

数は７名であります。 

３．監査役の報酬等の額は、2022 年３月 28 日開催の定時株主総会で決議された報

酬限度額年額 15,000 千円の範囲内で、監査役の協議により決定することとして

おります。当該株主総会終結時点の監査役の員数は３名であります。 

 

５．社外役員に関する事項 

イ．他の法人等の重要な兼職の状況及び当社と当該他の法人等との関係 

・社外取締役上村紀夫氏は、株式会社エリクシアの代表取締役であります。当社は、

兼職先より嘱託産業医サービスを受けております。 

・社外取締役水谷健彦氏は、株式会社 JAM 代表取締役、株式会社 PKSHA 

Technology 社外取締役、AnyMind Japan 株式会社 CHRO、AnyMind Group 株式

会社 Managing Director 及び株式会社揚羽社外取締役であります。各兼職先と当社

の間には、特別な関係はありません。 

・社外監査役富田直樹氏は、株式会社 GRANDIR の代表取締役、株式会社ラフール

の監査役及び株式会社グッド・アイズ建築検査機構の監査役であります。各兼職先

と当社との間には、特別な関係はありません。 

・社外監査役田中貴一氏は、片岡総合法律事務所のパートナー及び地主フィナンシ

ャルアドバイザーズ株式会社の社外取締役であります。各兼職先と当社の間には、

特別な関係はありません。 



 

・社外監査役伊東亜矢子氏は、三宅坂法律事務所のパートナーであります。兼職先と

当社との間には、特別な関係はありません。 

 

ロ．当事業年度における主な活動状況 
 

  出 席 状 況 及 び 発 言 状 況 

取締役 上 村 紀 夫 

当事業年度開催の取締役会 16 回すべてに出席いたしまし
た。 

出席した取締役会において、会社経営者としての豊富な
経験と幅広い見識を有しており、当該視点から業務執行の
妥当性・適正性を確保するための役割を期待していたとこ
ろ、意思決定に関し客観的・専門的視点から助言・提言等
を行うなど、当該役割を適切に果たしております。また、当
事業年度に開催された 1 回の指名報酬委員会では、委員長
として役員の人事・報酬の審議に携わり、当社のコーポレ
ート・ガバナンスの向上に大いに寄与されてきました。 

取締役 水 谷 健 彦 

当事業年度開催の取締役会 16 回中 15 回に出席いたしま
した。 

出席した取締役会において、会社経営者としての豊富な
経験と幅広い見識を有しており、当該視点から業務執行の
妥当性・適正性を確保するための役割を期待していたとこ
ろ、意思決定に関し客観的・専門的視点から助言・提言等
を行うなど、当該役割を適切に果たしております。また、当
事業年度に開催された 1 回の指名報酬委員会では、委員と
して役員の人事・報酬の審議に携わり、当社のコーポレー
ト・ガバナンスの向上に大いに寄与されてきました。 

監査役 富 田 直 樹 

当事業年度開催の取締役会 16 回、監査役会 12 回すべて
に出席いたしました。 

公認会計士としての専門的知見から、取締役会におい
て、取締役会の意思決定の妥当性・適正性を確保するため
の発言を行っております。また、監査役会において、内部
監査の結果などについて適宜必要な発言を行っておりま
す。また、当事業年度に開催された 1 回の指名報酬委員会
では、委員として役員の人事・報酬の審議に携わり、当社
のコーポレート・ガバナンスの向上に大いに寄与されてき
ました。 

監査役 田 中 貴 一 

当事業年度開催の取締役会 16 回、監査役会 12 回すべて
に出席いたしました。 

弁護士としての専門的知見から、取締役会において、取
締役会の意思決定の妥当性・適正性を確保するための発言
を行っております。また、監査役会において、内部監査の
結果などについて適宜必要な発言を行っております。ま
た、当事業年度に開催された 1 回の指名報酬委員会では、
委員として役員の人事・報酬の審議に携わり、当社のコー
ポレート・ガバナンスの向上に大いに寄与されてきまし
た。 

  



 

ロ．当事業年度における主な活動状況 

  出 席 状 況 及 び 発 言 状 況 

監査役 伊 東 亜 矢 子 

当事業年度開催の取締役会 16 回、監査役会 12 回すべて
に出席いたしました。 

弁護士としての専門的知見から、取締役会において、取
締役会の意思決定の妥当性・適正性を確保するための発言
を行っております。また、監査役会において、内部監査の
結果などについて適宜必要な発言を行っております。ま
た、当事業年度に開催された 1 回の指名報酬委員会では、
委員として役員の人事・報酬の審議に携わり、当社のコー
ポレート・ガバナンスの向上に大いに寄与されてきまし
た。 

 
 

６．社外役員の報酬等の総額  
 支 給 人 数 報 酬 等 の 額 

社外役員の報酬等の総額等 5 人 19,200 千円 
 

 

７．記載内容についての社外役員の意見 

 記載すべき重要な事項はありません。 

 

  



 

５ 会計監査人の状況 
 

１．会計監査人の名称 

EY 新日本有限責任監査法人 

 

２．当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額  
 報 酬 等 の 額 

当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額 27,100 千円 

当社及び子会社が会計監査人に支払うべき金銭その他の

財産上の利益の合計額 
27,100 千円 

 

（注）１. 当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取

引法に基づく監査の監査報酬等の額を明確に区分しておらず、実質的にも区分で

きませんので、当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額にはこれらの合計額を

記載しております。 

２.監査役会は、会計監査人の監査計画の内容、会計監査の職務遂行状況及び報酬見

積りの算出根拠などが適切であるかどうかについて必要な検証を行ったうえで、

会計監査人の報酬等の額について同意の判断をいたしました。 

 

３．会計監査人の解任または不再任の決定の方針 

 監査役会は、会計監査人の職務の執行に支障がある場合等、その必要があると判断

した場合は、株主総会に提出する会計監査人の解任または不再任に関する議案の内容

を決定いたします。 

 また、監査役会は、会計監査人が会社法第 340 条第１項各号に定める項目に該当す

ると認められる場合は、監査役全員の同意に基づき会計監査人を解任いたします。こ

の場合、監査役会が選定した監査役は、解任後最初に招集される株主総会におきまし

て、会計監査人を解任した旨と解任の理由を報告いたします。



 

 

６ 業務の適正を確保するための体制及び当該体制の運用状況の概要 
 

⑴ 業務の適正を確保するための体制についての決定内容の概要 

 当社は、企業経営の透明性及び公平性を担保するため、各種規程を制定したうえ、

2020 年１月 22 日付取締役会決議によって内部統制に関する基本方針を策定し、役職

員の責任の明確化を行うことで規程遵守の徹底を図り、内部統制システムが有効に機

能する体制を構築しております。 

⒜ 当社並びに子会社（以下、「当社グループ」という。）の取締役、使用人の職務の執

行が、法令及び定款に適合することを確保するための体制 

ⅰ. 当社は、当社グループの役職員の職務の執行が法令及び定款に適合することを確

保するため、法令、就業規則、コンプライアンス等に関する社内基準を設け、職

制に基づいてこれらの周知及び実践的運用を行う体制を構築しております。 

ⅱ. 当社は、「取締役会規程」をはじめとする社内規程を制定し、取締役会に監査役

が出席することを定め、また、各取締役が相互に牽制することにより取締役の業

務執行を監督するものとしております。 

ⅲ. 当社は、コーポレート本部をコンプライアンスの統括部署とし、法令遵守体制の

構築を目的として「コンプライアンス規程」を定め、当社グループの役職員の関

係法令、社会規範及び社内諸規程等の遵守、浸透を図ります。あわせてグループ

内における不正行為等を早期に発見するため、内部通報制度を設けており、通報

内容は適宜適切に対応いたします。 

ⅳ. 当社は、コーポレート本部を統括部署として、当社グループにおける各部門及び

各拠点を対象に当社グループの役職員の職務執行の適切性を確保するため、「内

部監査規程」に基づき内部監査を実施いたします。また、同部門は必要に応じて

会計監査人と情報交換し、効率的な内部監査を実施いたします。 

ⅴ. 当社は、「反社会的勢力との取引防止規程」及び「コンプライアンス規程」を設

けており、社会の秩序や安全に脅威を与える反社会的勢力や団体に対して毅然と

した姿勢で臨むことを掲げ、反社会的勢力との関係排除に取り組んでおります。 

 

⒝ 取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制 

 取締役会議事録、監査役会議事録、その他重要な書類等の取締役の職務執行に係

る情報の保存及び管理は、「文書管理規程」、「情報セキュリティ管理規程」、「個人情

報保護規程」、「内部情報管理規程」等に従い、文書または電磁的記録により、保存

及び管理しております。 

 

 



 

⒞ 当社グループの損失の危険の管理に関する規定その他の体制 

 当社は、取締役会が当社グループ全体のリスク管理体制を構築する責任と権限を有

し、これに従い当社各部門及びグループ各社を管掌する取締役がリスク管理を行うと

ともに、内部通報制度を設けることによりリスク情報を一元的に管理し、多様なリ

スクを可能な限り未然に防止し、危機発生時は企業価値の毀損を極小化するための

体制を整備しております。 

 

⒟ 当社グループの取締役の職務の執行が効率的に行われることが確保するための体制 

ⅰ. 当社は、定例取締役会を毎月１回開催し、法令及び定款が求める事項並びに当社

及びグループ各社の重要な政策事項などを決定するとともに、機動的に意思決定

を行うため、臨時取締役会を開催するものとし、適切な職務執行が行える体制を

確保しております。 

ⅱ. 日常の職務の執行において、取締役会の決定に基づく職務の執行を効率的に行う

ため、「業務分掌規程」及び「職務権限規程」等の社内諸規程に基づき、権限の

委譲を行い、各レベルの責任者が意思決定ルールに則り業務を分担しておりま

す。 

 

⒠ 当社並びに親会社及び子会社からなる企業集団における業務の適正を確保するため

の体制並びに子会社の取締役、執行役、業務を執行する社員の職務の執行に係る事

項の当社への報告体制 

ⅰ. 当社は、親会社のグループ運営の方針を尊重しつつ、当社の独立性を確保し、自

律的な内部統制システムを整備しております。 

ⅱ. 当社は、当社グループ会社管理に関する基本事項を定めた関係会社管理規程を定

めております。 

ⅲ. 当社は、関係会社管理規程に基づき、必要に応じて役員や使用人の派遣、議決権

行使、グループ会社からの報告の受領並びに業務執行への指示等を行います。 

ⅳ. 当社と親会社グループとの取引については、取引の公正性及び合理性を確保し、

適切に行うため、事前に取引内容等の条件概要を取締役会で承認したうえで、規

定された手続きに則り行っております。また、親会社グループとの間で行われた

全ての取引を取締役会へ報告しております。 

ⅴ. 当社は、「関係会社管理規程」に基づき、グループ会社における重要事項を適宜

報告させております。 

ⅵ. 当社のコーポレート本部は「内部監査規程」に基づき、当社グループ会社の内部

統制について監査を行うものとしております。また、親会社の内部統制監査に積



 

極的に協力し、当企業集団の業務の適正を確保することに努めるものとしており

ます。 

 

⒡ 監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人

に関する事項及びその使用人の取締役からの独立性並びに監査役の当該使用人に対

する指示の実効性確保に関する事項 

ⅰ. 監査役の職務を補助すべき使用人は、必要に応じてその人員を確保いたします。 

ⅱ. 当該使用人が監査役の職務を補助すべき期間中の指揮権は、監査役に委嘱された

ものとし、その期間中の当該使用人の人事評価については、監査役の同意を得る

ものといたします。ただし、監査役を補助する使用人を兼務する使用人は、監査

役による指示業務を優先して従事するものといたします。 

 

⒢ 監査役への報告に関する体制、並びに報告をしたものが当該報告をしたことを理由

として不利な取扱いを受けないことを確保するための体制 

ⅰ. 当社グループの取締役及び使用人は、取締役会及びその他重要な会議において、

または各監査役の要請に応じて必要な報告及び情報提供を行います。 

ⅱ. 監査役への報告・情報提供は以下のとおりといたします。 
・重要な機関決定事項 
・経営状況のうち重要な事項 
・会社に著しい損害を及ぼすおそれのある事項 
・内部監査状況及びリスク管理に関する重要事項 
・重大な法令・定款違反 
・内部通報窓口その他への相談、通報状況等 
・その他、重要事項 

 監査役へ報告を行った者について、当該報告をしたことを理由として不利な取扱い
を行わないものといたします。 

 
⒣ 監査役の職務の執行について生ずる費用または債務の処理に係る方針に関する事項 

 監査役が監査役及び監査役を補助する使用人の職務の執行について生じる前払い
または債務の償還を請求した時は、その必要が認められない場合を除き、原則とし
て速やかにこれを処理いたします。 
 

⒤ その他監査役の監査が効率的に行われることを確保するための体制 
ⅰ. 当社は、監査役の業務の遂行にあたり、当社各部門及びグループ各社に立ち入

り、重要な取引先等の調査、また、弁護士、公認会計士等の外部専門家との連携
を図れる環境の提供、その他の事項について監査役が協力を求める場合は、可能
な限り他の業務に優先して監査役に協力いたします。 

ⅱ. 当社は、監査役が、取締役会をはじめ、重要な会議に出席することを妨げませ
ん。 

ⅲ. 監査役は、定期的に会計監査人から監査の状況報告を受けることにより、監査環
境を整備し監査の有効性、効率性を高めるものといたします。 

 
 



 

⒥ 財務報告の適正性を確保するための体制 
 当社は、財務報告の適正性を確保するため、金融商品取引法及び関係法令に基づ
く内部統制報告制度を有効かつ適切に運用するために、財務報告に係る内部統制の
評価・報告体制を準備し、継続的に整備・運用評価・有効性の確認を行い、必要が
あれば改善を行うものといたします。 

 
⑵ 業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要 

 当社は、上記に掲げた業務の適正を確保するための体制を整備しておりますが、当
事業年度（2025 年１月１日から 2025 年 12 月 31 日まで）において、その基本方針に
基づき以下の具体的な取組みを行っております。 
⒜ 主な会議開催状況として、取締役会は 16 回開催され、取締役の職務執行の適法性

を確保しました。その他、監査役会を 12 回開催いたしました。 
⒝ 監査役は、監査役会において定めた監査計画に基づき監査を行うとともに、当社代

表取締役社長及び他の取締役、会計監査人との間で意見交換会を実施し、情報交換
等の連携を図っております。 

⒞ 内部監査活動計画に基づき、当社の各部門の業務執行及び子会社の業務の監査、内
部統制監査を実施いたしました。 

 

  



 

７ 剰余金の配当等の決定に関する方針 
 

 株主に対する利益還元を重要な経営課題と認識しておりますが、当社は成長過程にあ

るため、人材確保・育成、サービス強化のための投資、営業強化のための広告宣伝や販

売促進、その他成長投資に対して迅速に対応することが重要であると考えております。

そのため、現在まで配当を実施しておらず、今後においても当面はこれら成長投資に備

え、内部留保の充実を図る方針であります。 

 将来的には、財政状態及び経営成績、事業展開に備える内部留保とのバランスを勘案

し、株主への利益還元を検討してまいりますが、配当実施の可能性及びその実施時期等

については、現時点において未定であります。 



 

 

８ 株式会社の状況に関する重要な事項 
 

 記載すべき重要な事項はありません。 

 

 
   

＜備考＞ 

 本事業報告中の記載金額は、表示単位未満を切り捨てて表示しております。



 

 

 

     

連 結 貸 借 対 照 表 

（2025 年 12 月 31 日 現在） 
（単位：千円） 

科 目 金 額  科 目 金 額 
 

（資  産  の  部） 

流 動 資 産 

現 金 及 び 預 金 

受取手形、売掛金及び契約資
産 

仕 掛 品 

そ の 他 

固 定 資 産 

有 形 固 定 資 産 

建 物 

工 具 、 器 具 及 び 備 品 

無 形 固 定 資 産 

の れ ん 

そ の 他 

投 資 そ の 他 の 資 産 

繰 延 税 金 資 産 

そ の 他   

 
 

1,778,866 

1,178,849 

482,381 

1,412 

116,224 

551,292 

2,522 

3 

2,519 

525,518 

512,125 

13,393 

23,250 

3,826 

19,423   

 （負  債  の  部）  

 流 動 負 債 517,964 

 買 掛 金 202,735 

 未 払 費 用 111,455 

 1 年内返済予定の長期借入金 55,752 

 未 払 法 人 税 等 22,785 

 そ の 他 125,236 

 固 定 負 債 202,478 

 長 期 借 入 金 202,478 

 負 債 合 計 720,442 

 （純  資  産  の  部）  

 株 主 資 本 1,610,497 

 資 本 金 436,525 

 資 本 剰 余 金 433,525 

 利 益 剰 余 金 841,890 

 自 己 株 式 △101,444 

 その他の包括利益累計額 △2,057 

 為 替 換 算 調 整 勘 定 △2,057 

 新 株 予 約 権 1,276 

 純 資 産 合 計 1,609,716 

資 産 合 計 2,330,159  負 債 ・ 純 資 産 合 計 2,330,159 

（注）金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。



 

 

 

連 結 損 益 計 算 書 

（自 2025 年１月１日 至 2025 年 12 月 31 日） 
（単位：千円）  

科 目 金 額 

売上高  4,458,053 

売上原価  3,567,834 

売上総利益  890,219 

販売費及び一般管理費  789,849 

営業利益  100,369 

営業外収益   

受取利息及び配当金 1,650  

業務受託料 2,400  

共済解約手当金 4,760  

雑収入 526 9,336 

営業外費用   

支払利息 3,210  

支払手数料 9,699  

為替差損 2,090  

雑損失 1,594 16,594 

経常利益  93,112 

特別損失   

支払和解金 4,636 4,636 

税金等調整前当期純利益  88,475 

法人税、住民税及び事業税  62,184 

法人税等調整額  2,319 

当期純利益  23,971 

親会社株主に帰属する当期純利益  23,971 

（注）金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。



 

 

 

貸 借 対 照 表 

（2025 年 12 月 31 日 現在） 
（単位：千円）  

科 目 金 額 科 目 金 額 

（資  産  の  部） 

流動資産 

現金及び預金 

売掛金 

契約資産 

仕掛品 

前渡金 

関係会社短期貸付金 

その他 

固定資産 

有形固定資産 

建物 

工具、器具及び備品 

無形固定資産 

のれん 

その他 

投資その他の資産 

関係会社株式 

関係会社長期貸付金 

繰延税金資産 

その他 

貸倒引当金 
  

 

1,659,110 

1,065,748 

462,074 

11,688 

1,412 

2,429 

8,500 

107,257 

632,261 

2,635 

3 

2,631 

379,926 

378,261 

1,664 

249,700 

101,787 

235,500 

3,826 

18,603 

△110,017 
  

（負  債  の  部）  

流動負債 497,213 

買掛金 205,393 

未払金 31,230 

未払費用 102,991 

未払法人税等 16,607 

契約負債 41,038 

1 年内返済予定の長期借入金 55,752 

その他 44,200 

固定負債 202,478 

長期借入金 202,478 

負債合計 699,691 

（純 資 産 の 部）  

株主資本 1,590,404 

資本金 436,525 

資本剰余金 433,525 

資本準備金 433,525 

利益剰余金 821,797 

その他利益剰余金 821,797 

繰越利益剰余金 821,797 

自己株式 △101,444 

新株予約権 1,276 

純資産合計 1,591,680 

資 産 合 計 2,291,371 負 債 ・ 純 資 産 合 計 2,291,371 

（注）金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。



 

 

 

損 益 計 算 書 

（自 2025 年１月１日 至 2025 年 12 月 31 日） 
（単位：千円）  

科 目 金 額 

売上高  4,418,251 

売上原価  3,573,147 

売上総利益  845,103 

販売費及び一般管理費  740,146 

営業利益  104,957 

営業外収益   

受取利息 4,313  

業務受託料 3,840  

その他 33 8,186 

営業外費用   

支払利息 3,210  

支払手数料 9,266  

その他 1,937 14,414 

経常利益  98,729 

特別損失   

貸倒引当金繰入額 26,631  

支払和解金 4,636 31,267 

税引前当期純利益  67,461 

法人税、住民税及び事業税  57,471 

法人税等調整額  2,319 

当期純利益  7,669 

（注）金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。



 

連結計算書類に係る会計監査人の監査報告書 謄本 
 

 
独立監査人の監査報告書 

2026 年２月 25 日 

株式会社 Sharing Innovations 

取締役会 御中 

EY 新日本有限責任監査法人 
東 京 事 務 所  

指定有限責任社員 
業 務 執 行 社 員 公認会計士 小 野 原  徳 郎  

指定有限責任社員 
業 務 執 行 社 員 公認会計士 八 幡 正 博  

  

 

 監査意見 
当監査法人は、会社法第 444 条第４項の規定に基づき、株式会社 Sharing 

Innovations の 2025 年１月１日から 2025 年 12 月 31 日までの連結会計年度の連結計
算書類、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及
び連結注記表について監査を行った。 

当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる
企業会計の基準に準拠して、株式会社 Sharing Innovations 及び連結子会社からなる企
業集団の当該連結計算書類に係る期間の財産及び損益の状況を、全ての重要な点にお
いて適正に表示しているものと認める。 
 
監査意見の根拠 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監
査を行った。監査の基準における当監査法人の責任は、「連結計算書類の監査における
監査人の責任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する
規定（社会的影響度の高い事業体の財務諸表監査に適用される規定を含む。）に従っ
て、会社及び連結子会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の
責任を果たしている。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠
を入手したと判断している。 
 
その他の記載内容 
 その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その
他の記載内容を作成し開示することにある。また、監査役及び監査役会の責任は、そ
の他の記載内容の報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視す
ることにある。 
 当監査法人の連結計算書類に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれ
ておらず、当監査法人はその他の記載内容に対して意見を表明するものではない。 
 連結計算書類の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通
読の過程において、その他の記載内容と連結計算書類又は当監査法人が監査の過程で
得た知識との間に重要な相違があるかどうか検討すること、また、そのような重要な
相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの兆候があるかどうか注意を払うことにあ
る。 

 



 

  当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判
断した場合には、その事実を報告することが求められている。 
 その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。 
 
連結計算書類に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任 
 経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準
拠して連結計算書類を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬に
よる重要な虚偽表示のない連結計算書類を作成し適正に表示するために経営者が必要
と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。 
 連結計算書類を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき連結計算書
類を作成することが適切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と
認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を開示する必要がある場
合には当該事項を開示する責任がある。 
 監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の
職務の執行を監視することにある。 
 
連結計算書類の監査における監査人の責任 

監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての連結計算書類に不
正又は誤謬による重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査
報告書において独立の立場から連結計算書類に対する意見を表明することにある。虚
偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集計すると、連結
計算書類の利用者の意思決定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性が
あると判断される。 

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の
過程を通じて、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実
施する。 
・不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽

表示リスクに対応した監査手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査
人の判断による。さらに、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手す
る。 

・連結計算書類の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのもの
ではないが、監査人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を
立案するために、監査に関連する内部統制を検討する。 

・経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行わ
れた会計上の見積りの合理性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。 

・経営者が継続企業を前提として連結計算書類を作成することが適切であるかどうか、
また、入手した監査証拠に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような
事象又は状況に関して重要な不確実性が認められるかどうか結論付ける。継続企業の
前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報告書において連結計算書類
の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する連結計算書類の注記
事項が適切でない場合は、連結計算書類に対して除外事項付意見を表明することが求
められている。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいてい
るが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性があ
る。 

・連結計算書類の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる
企業会計の基準に準拠しているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた連結計
算書類の表示、構成及び内容、並びに連結計算書類が基礎となる取引や会計事象を適
正に表示しているかどうかを評価する。 

 

  



 

 
 ・連結計算書類に対する意見表明の基礎となる、会社及び連結子会社の財務情報に関

する十分かつ適切な監査証拠を入手するために、連結計算書類の監査を計画し実施す
る。監査人は、連結計算書類の監査に関する指揮、監督及び査閲に関して責任があ
る。監査人は、単独で監査意見に対して責任を負う。 
監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査

の実施過程で識別した内部統制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監
査の基準で求められているその他の事項について報告を行う。 

監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理
に関する規定を遵守したこと、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考え
られる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じている場合又は阻害要因を
許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容に
ついて報告を行う。 
 
利害関係 

会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定
により記載すべき利害関係はない。 

 
以 上 

 

 



 

 

計算書類に係る会計監査人の監査報告書 謄本 
 

 
独立監査人の監査報告書 

2026 年２月 25 日 

株式会社 Sharing Innovations 

取締役会 御中 

EY 新日本有限責任監査法人 
東 京 事 務 所  

指定有限責任社員 
業 務 執 行 社 員 公認会計士 小 野 原  徳 郎  

指定有限責任社員 
業 務 執 行 社 員 公認会計士 八 幡 正 博  

  

 

 監査意見 
当監査法人は、会社法第 436 条第２項第１号の規定に基づき、株式会社 Sharing 

Innovations の 2025 年１月１日から 2025 年 12 月 31 日までの第 18 期事業年度の計算
書類、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表並
びにその附属明細書（以下「計算書類等」という。）について監査を行った。 

当監査法人は、上記の計算書類等が、我が国において一般に公正妥当と認められる企
業会計の基準に準拠して、当該計算書類等に係る期間の財産及び損益の状況を、全て
の重要な点において適正に表示しているものと認める。 

 

監査意見の根拠 
当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監

査を行った。監査の基準における当監査法人の責任は、「計算書類等の監査における監
査人の責任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規
定（社会的影響度の高い事業体の財務諸表監査に適用される規定を含む。）に従って、
会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。
当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断して
いる。 

 

その他の記載内容 

 その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その

他の記載内容を作成し開示することにある。また、監査役及び監査役会の責任は、そ

の他の記載内容の報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視す

ることにある。 

 当監査法人の計算書類等に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれて

おらず、当監査法人はその他の記載内容に対して意見を表明するものではない。 

 

  



 

 

  計算書類等の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読
の過程において、その他の記載内容と計算書類等又は当監査法人が監査の過程で得た
知識との間に重要な相違があるかどうか検討すること、また、そのような重要な相違
以外にその他の記載内容に重要な誤りの兆候があるかどうか注意を払うことにある。 
 当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判
断した場合には、その事実を報告することが求められている。 
 その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。 
 
計算書類等に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任 

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠
して計算書類等を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による
重要な虚偽表示のない計算書類等を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断
した内部統制を整備及び運用することが含まれる。 

計算書類等を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき計算書類等を作
成することが適切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認めら
れる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には
当該事項を開示する責任がある。 
監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職
務の執行を監視することにある。 
 
計算書類等の監査における監査人の責任 

監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての計算書類等に不正
又は誤謬による重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報
告書において独立の立場から計算書類等に対する意見を表明することにある。虚偽表
示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集計すると、計算書類
等の利用者の意思決定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると
判断される。 

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の
過程を通じて、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実
施する。 
・不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽

表示リスクに対応した監査手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査
人の判断による。さらに、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手す
る。 

・計算書類等の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのもので
はないが、監査人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立
案するために、監査に関連する内部統制を検討する。 

・経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行わ
れた会計上の見積りの合理性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。 

 

 



 

 

 ・経営者が継続企業を前提として計算書類等を作成することが適切であるかどうか、ま
た、入手した監査証拠に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事
象又は状況に関して重要な不確実性が認められるかどうか結論付ける。継続企業の前
提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報告書において計算書類等の注
記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する計算書類等の注記事項が
適切でない場合は、計算書類等に対して除外事項付意見を表明することが求められて
いる。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいているが、将
来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。 

・計算書類等の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企
業会計の基準に準拠しているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた計算書類
等の表示、構成及び内容、並びに計算書類等が基礎となる取引や会計事象を適正に表
示しているかどうかを評価する。 
監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査

の実施過程で識別した内部統制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監
査の基準で求められているその他の事項について報告を行う。 

監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理
に関する規定を遵守したこと、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考え
られる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じている場合又は阻害要因を
許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容に
ついて報告を行う。 

 
利害関係 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべ
き利害関係はない。 
 

以 上 

 



 

 

 

監査役会の監査報告書 謄本 
 

 監 査 報 告 書  

  当監査役会は、2025 年１月１日から 2025 年 12 月 31 日までの第 18 期事業年度にお
ける取締役の職務の執行に関して、各監査役が作成した監査報告書に基づき、審議の
うえ、本監査報告書を作成し、以下のとおり報告いたします。 
 
１．監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容 

⑴監査役会は、監査の方針、職務の分担等を定め、各監査役から監査の実施状況及び
結果について報告を受けるほか、取締役等及び会計監査人からその職務の執行状況
について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。 

⑵各監査役は、監査役会が定めた監査役監査の基準に準拠し、監査の方針、職務の分
担等に従い、取締役、内部監査部門その他の使用人等との意思疎通を図り、情報の
収集及び監査の環境の整備に努めるとともに、以下の方法で監査を実施いたしまし
た。 
① 取締役会その他重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職務の執行

状況について報告を受け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧
し、本社及び主要な事業所において業務及び財産の状況を調査いたしました。ま
た、子会社については、子会社の取締役及び監査役等と意思疎通及び情報の交換
を図り、必要に応じて子会社から事業の報告を受けました。 

② 事業報告に記載されている取締役の職務の執行が法令及び定款に適合すること
を確保するための体制その他株式会社及びその子会社から成る企業集団の業務の
適正を確保するために必要なものとして会社法施行規則第 100 条第１項及び第３
項に定める体制の整備に関する取締役会決議の内容及び当該決議に基づき整備さ
れている体制（内部統制システム）について、取締役及び使用人等からその構築
及び運用の状況について定期的に報告を受け、必要に応じて説明を求め、意見を
表明いたしました。 

③ 会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視
及び検証するとともに、会計監査人からその職務の執行状況について報告を受
け、必要に応じて説明を求めました。また、会計監査人から「職務の遂行が適正
に行われることを確保するための体制」（会社計算規則第 131 条各号に掲げる事
項）を「監査に関する品質管理基準」（企業会計審議会）等に従って整備している
旨の通知を受け、必要に応じて説明を求めました。 

 
 以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、計算書類
（貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表）及びその附属明
細書並びに連結計算書類（連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計
算書及び連結注記表）について検討いたしました。 

 

  



 

 

 

 
 

２．監査の結果 

⑴ 事業報告等の監査結果 

① 事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく

示しているものと認めます。 

② 取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令もしくは定款に違反する重

大な事実は認められません。 

③ 内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。ま

た、当該内部統制システムに関する事業報告の記載内容及び取締役の職務執行

についても、指摘すべき事項は認められません。 

 

⑵ 計算書類及びその附属明細書の監査結果 

 会計監査人 EY 新日本有限責任監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認

めます。 

 

⑶ 連結計算書類の監査結果 

 会計監査人 EY 新日本有限責任監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認

めます。 

 

 
2026 年２月 25 日 

 
 

 
株式会社 Sharing Innovations 監査役会 

 

 

 
 

常 勤 監 査 役 
(社外監査役) 富 田 直 樹 ㊞ 

監 査 役 
(社 外 監 査 役) 田 中 貴 一 ㊞ 

監 査 役 
(社 外 監 査 役) 伊 東 亜 矢 子 ㊞ 

  

 

 
 
  

  



 

 

 

連結株主資本等変動計算書 

（2025 年１月１日から 2025 年 12 月 31 日まで） 
（単位：千円）  

 
株主資本 

資 本 金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 

当 連 結 会 計 年 度 期 首 残 高 436,525 433,525 817,919 △101,444 1,586,526 

当 連 結 会 計 年 度 変 動 額      
親 会 社 株 主 に 
帰 属 す る 当 期 純 利 益 

  23,971  
23,971 

株 主 資 本 以 外 の 項 目 の 
当連結会計年度変動額（純額） 

   
 

 

当連結会計年度変動額合計 － － 23,971 － 23,971 

当 連 結 会 計 年 度 末 残 高 436,525 433,525 841,890 △101,444 1,610,497 
  

 

 
その他の包括利益累計額 新株予約権 純資産合計 

為替換算調整勘定 その他の包括利益 
累計額合計 

  

当 連 結 会 計 年 度 期 首 残 高 △2,098 △2,098 1,276 1,585,704 

当 連 結 会 計 年 度 変 動 額     

親 会 社 株 主 に 
帰 属 す る 当 期 純 利 益 

   23,971 

株 主 資 本 以 外 の 項 目 の 
当連結会計年度変動額（純額） 40 40  40 

当連結会計年度変動額合計 40 40 － 24,012 

当 連 結 会 計 年 度 末 残 高 △2,057 △2,057 1,276 1,609,716 

（注）金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。



 

 

連結注記表 
 
連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記等 

１．連結の範囲に関する事項 

(1) 連結子会社の数 ４社 

 主要な連結子会社の名称 

SHARING INNOVATIONS VIETNAM CO.,LTD.、株式会社インタームーブ、
Coznet 合同会社 

 
(2) 主要な非連結子会社の名称等 

主要な非連結子会社 

 該当事項はありません。 
 

(3) 連結範囲の変更 

 当連結会計年度より、Coznet 合同会社を持分取得に伴い連結の範囲に含めておりま
す。 

 
 

２．持分法の適用に関する事項 
 該当事項はありません。 
 

 
３．連結子会社の事業年度等に関する事項 
 連結子会社のうち、株式会社インタームーブの決算日は６月 30 日であります。連結計
算書類の作成にあたっては、連結決算日現在で実施した仮決算に基づく計算書類を使用
しております。その他の連結子会社の決算日は、連結会計年度の末日と一致しておりま
す。 
 

４．会計方針に関する事項 
(1) 重要な資産の評価基準及び評価方法 

棚卸資産 

仕掛品 
個別法による原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法） 
  



 

 

(2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法 

イ 有形固定資産 
 定率法を採用しております。ただし、1998 年４月１日以降に取得した建物（建物
附属設備は除く）並びに 2016 年４月１日以降に取得した建物附属設備及び構築物
については、定額法を採用しております。 

 なお、主な耐用年数は次のとおりであります。 
建物 ３～10 年 

工具、器具及び備品 ３～15 年 

 また、取得価額が 10 万円以上 20 万円未満の資産については、３年間で均等償却
する方法を採用しております。 

ロ 無形固定資産 

 定額法を採用しております。 

 なお、主な償却年数は次のとおりであります。 
ソフトウエア ５年 

(3) 重要な引当金の計上基準 

  貸倒引当金 

 売上債権、貸付金等の貸倒損失に備えるため、当社及び連結子会社は一般債権に
ついては貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能
性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。 

(4) 重要な収益及び費用の計上基準 
 当社グループでは、顧客に対して、主に準委任契約、派遣契約において、技術者の
時間稼働による技術提供のサービスを提供し、主に請負契約において、成果物の納品
によって技術提供のサービスを提供しております。準委任契約、派遣契約から生じる履
行義務は、契約期間内の労働時間の経過により充足されるものであることから、一定
の期間にわたり収益を認識しております。請負契約から生じる履行義務は、技術提供
に応じて一定の期間にわたり履行義務が充足されるものであることから、履行義務の
充足に係る進捗度に基づき収益を認識しております。また、契約における取引開始日
から完全に履行義務を充足すると見込まれる時点までの期間がごく短い場合は、顧客
による検収が完了した時点で収益を認識しております。 
(5) 重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算の基準 

 外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額
は損益として処理しております。なお、在外子会社等の資産及び負債は、連結決算日の
直物為替相場により円貨に換算し、収益及び費用は期中平均相場により円貨に換算
し、換算差額は純資産の部における為替換算調整勘定に含めて計上しております。 

(6) のれんの償却方法及び償却期間 

 のれんの償却については、その効果が発現すると見積もられる期間（10 年）で均等
償却することとしております。 

  



 

 

会計方針の変更に関する注記 

（「法人税、住民税及び事業税等に関する会計基準」等の適用） 
 「法人税、住民税及び事業税等に関する会計基準」（企業会計基準第 27 号 2022 年 10
月 28 日）、「包括利益の表示に関する会計基準」（企業会計基準第 25 号 2022 年 10 月 28
日）及び「税効果会計に係る会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第 28 号 2022
年 10 月 28 日）を当連結会計年度の期首から適用しています。これによる連結計算書類へ
の影響はありません。 

 

 

会計上の見積りに関する注記 
 会計上の見積りにより当連結会計年度に係る連結計算書類にその額を計上した項目であ
って、翌連結会計年度に係る連結計算書類に重要な影響を及ぼす可能性があるものは、次
のとおりです。 

 

(のれんの評価） 

1.当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額 
 のれん     512,125 千円 

 

2.識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報 

 のれんについては、減損の兆候の有無を検討し、減損の兆候を識別した場合には、の
れんの残存償却期間に対応する期間における割引前将来キャッシュ・フローを事業計画
に基づいて算定し、帳簿価額と比較して減損損失の認識の要否を判定しています。減損
損失の認識が必要と判定された場合、当該のれんについては、回収可能価額まで減額
し、当該減少額を減損損失として認識しております。当連結会計年度においては、のれ
んについて減損の兆候は識別されていません。 
 なお、当該見積りは、将来の不確実な経済条件の変動により影響を受ける可能性があ
り、見積将来キャッシュ・フローが悪化した場合、翌連結会計年度の連結計算書類にお
いて減損損失の認識が必要となる可能性があります。 

 

 

連結貸借対照表に関する注記 

有形固定資産の減価償却累計額 23,378 千円 

 

 

  



 

 

連結株主資本等変動計算書に関する注記 

１．当連結会計年度末の発行済株式の種類及び総数  

 当連結会計年度期首 
株式数（株） 

当連結会計年度増加 
株式数（株） 

当連結会計年度減少 
株式数（株） 

当連結会計年度末 
株式数（株） 

普通株式 3,793,300 － － 3,793,300 
  

２．当連結会計年度末の新株予約権（権利行使期間の初日が到来していないものを除
く）の目的となる株式の 種類及び数  
普通株式        324,920 株 

 

３．配当に関する事項 

該当事項はありません。  



 

 

金融商品に関する注記 

１．金融商品の状況に関する事項 
(1) 金融商品に対する取組方針 

 当社グループは、一次的な余資は安全性の高い金融資産で運用し、また、短期的な
運転資金を銀行借入等により調達する方針であります。なお、デリバティブ取引は行
わない方針であります。 

(2) 金融商品の内容及びそのリスク 

 営業債権である受取手形、売掛金及び契約資産は、顧客の信用リスクに晒されて
おります。 

 営業債務である買掛金は、１年以内の支払期日であります。 
 借入金は、主に運転資金や投資計画に係る資金調達であり、流動性リスクに晒さ
れております。 

(3) 金融商品に係るリスク管理体制 

① 信用リスク（取引先の契約不履行等に係るリスク）の管理 

 与信管理規程に従い、営業債権について主要な取引先の状況を定期的にモニタリ
ングし、取引相手ごとに期日及び残高を管理するとともに、財務状況等の悪化等に
よる回収懸念の早期把握や軽減を図っております。 

② 資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払いを実行できないリスク）の管理 

 各部署からの報告に基づき適時に資金計画を作成・更新するとともに、手許流動
性の維持などにより流動性リスクを管理しております。 

③ 市場リスク（為替や金利等の変動リスク）の管理 

 為替や金利等の変動リスクについて、市況の変動状況を継続的にモニタリングして
おります。 

(4) 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明 

 金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合
理的に算定された価額が含まれております。当該価額の算定においては変動要因を織
り込んでいるため、異なる前提条件等を採用することにより、当該価額が変動する
ことがあります。 

 

 
  



 

 

２．金融商品の時価等に関する事項 

 連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりでありま
す。なお、「現金及び預金」、「受取手形、売掛金及び契約資産」、「買掛金」及び「未
払費用」は短期間で決済されるため時価が帳簿価額に近似することから、注記を省略
しております。 

 連結貸借対照表計上額 
（千円） 

時価 
（千円） 

差額 
（千円） 

(1) 長期借入金(＊) 258,230 253,027 △5,202 

負債計 258,230 253,027 △5,202 

(＊) １年内返済予定の長期借入金は、長期借入金に含めて表示しておりま
す。 
 

(注) 長期借入金の連結決算日後の返済予定額 

 １年以内 

（千円） 

１年超２
年以内 

（千円） 

２年超３
年以内 

（千円） 

３年超４
年以内 

（千円） 

４年超５
年以内 

（千円） 

５年超 

（千円） 

長期借入金 55,752 55,752 55,752 55,752 35,222 － 

  



 

 

３．金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する事項 

 金融商品の時価を、時価の算定に係るインプットの観察可能性及び重要性に応じ
て、以下の３つのレベルに分類しております。 

 レベル１の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、活発な市場にお
いて形成される当該時価の算定の対象となる資産又は負債に関す
る相場価格により算定した時価 

 レベル２の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、レベル１のイン
プット以外の時価の算定に係るインプットを用いて算定した時価 

 レベル３の時価：観察できない時価の算定に係るインプットを使用して算定した時
価 

 時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それら
のインプットがそれぞれ属するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低
いレベルに時価を分類しております。 

 

(1) 時価をもって連結貸借対照表計上額とする金融資産及び金融負債 
 該当事項はありません。 

 

(2) 時価をもって連結貸借対照表計上額としない金融資産及び金融負債 

区分 
時価（千円） 

レベル１ レベル２ レベル３ 合計 

長期借入金 － 253,027 － 253,027 

 

(注) 時価の算定に用いた評価技法及びインプットの説明 
 長期借入金 

 これらの時価は、元利金の合計額と、当該債務の残存期間及び信用リスクを加味
した利率を元に、割引現在価値により算定しており、レベル２の時価に分類しており
ます。 

 

  



 

 

収益認識に関する注記 

１．顧客との契約から生じる収益を分解した情報 
 主要な財又はサービス別に分解した収益の情報は以下のとおりであります。 

    （単位：千円） 

 報告セグメント 

その他 合計 

 

デジタルト
ランスフォ
ーメーショ

ン事業 

プラットフ
ォーム事業 計 

売上高      

クラウドインテグレーション 655,291 － 655,291 － 655,291 

システムソリューション 3,189,074 － 3,189,074 － 3,189,074 

その他 217,254 396,432 613,687 － 613,687 

顧客との契約から生じる収益 4,061,621 396,432 4,458,053 － 4,458,053 

その他の収益 － － － － － 

外部顧客への売上高 4,061,621 396,432 4,458,053 － 4,458,053 

 

2．顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報 
 顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報は、「連結計算書類
の作成のための基本となる重要な事項に関する注記等 ４．会計方針に関する事項 
(4)重要な収益及び費用の計上基準」に記載のとおりであります。 

  



 

 

3．当連結会計年度及び翌連結会計年度以降の収益の金額を理解するため情報 

(1) 契約資産の残高等 

 （単位：千円） 

 当連結会計年度 

 期首残高 期末残高 

顧客との契約から生じた債権 612,908 470,693 

契約資産 2,588 11,688 

契約負債 39,206 42,002 

 契約資産は、一定の期間にわたり収益を認識する場合に進捗度の測定に基づいて
認識した収益にかかる未請求売掛金であります。契約資産は、顧客の検収時に顧客と
の契約から生じた債権へ振り替えられます。 

 契約負債は、主に履行義務の充足の時期に収益を認識する契約について、支払条
件に基づいて顧客から受け取った期間分の前受金に関するものであり、収益の認識
に伴い取り崩されます。 

 なお、当連結会計年度に認識された収益の額のうち、期首現在の契約負債の残高
に含まれていた金額に重要性はありません。 

 

(2) 残存履行義務に配分した取引価格 
 当社グループにおいては、当初の予想契約期間が１年を超える重要な取引がないた
め、残存履行義務に配分した取引価格の注記を省略しております。なお、顧客との契
約から生じる対価の中に、取引に含まれていない重要な金額はありません。 

 

 
１株当たり情報に関する注記 
１株当たり純資産額 429 円 65 銭 

１株当たり当期純利益 6 円 40 銭 

 

  



 

 

 
株主資本等変動計算書 

（2025 年１月１日から 2025 年 12 月 31 日まで） 

(単位：千円)  

 

株主資本 

資 本 金 

資本剰余金 利益剰余金 

資 本 準 備 金 
資 本 剰 余 金 
合 計 

その他利益剰
余 金 利 益 剰 余 金 

合 計 繰 越 利 益 
剰 余 金 

当 期 首 残 高 436,525 433,525 433,525 814,127 814,127 

当 期 変 動 額      

当 期 純 利 益    7,669 7,669 

株主資本以外の項目の
当 期 変 動 額 （ 純 額 ） 

     

当 期 変 動 額 合 計 － － － 7,669 7,669 

当 期 末 残 高 436,525 433,525 433,525 821,797 821,797 
 
 
 株主資本 

新株予約権 純資産合計 
 自己株式 株主資本合計 

当 期 首 残 高 △101,444 1,582,734 1,276 1,584,010 

当 期 変 動 額     

当 期 純 利 益  7,669  7,669 

株主資本以外の項目の当期
変 動 額 （ 純 額 ）     

当 期 変 動 額 合 計 － 7,669 － 7,669 

当 期 末 残 高 △101,444 1,590,404 1,276 1,591,680 

（注）金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。



 

 

個別注記表 
 
重要な会計方針に係る事項に関する注記 

１．資産の評価基準及び評価方法 

(1) 有価証券の評価基準及び評価方法 

子会社株式・・・・移動平均法による原価法 
 

(2) 棚卸資産の評価基準及び評価方法 

仕掛品・・・・個別法による原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法） 
 

２．固定資産の減価償却の方法 

(1) 有形固定資産 

 定率法を採用しております。ただし、1998 年４月１日以降に取得した建物（建物
附属設備は除く）並びに 2016 年４月１日以降に取得した建物附属設備及び構築物に
ついては、定額法を採用しております。 
 なお、主な耐用年数は次のとおりであります。 

建物 ３～10 年 

工具、器具及び備品 ３～15 年 

 また、取得価額が 10 万円以上 20 万円未満の資産については、３年間で均等償却
する方法を採用しております。 

 
(2) 無形固定資産 

 定額法を採用しております。 

 なお、主な償却年数は次のとおりであります。 
ソフトウエア ５年 

 
３．引当金の計上基準 

 貸倒引当金 

 債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、
貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額
を計上しております。 

 
４．重要な収益及び費用の計上基準 

 当社では、顧客に対して、主に準委任契約、派遣契約において、技術者の時間稼働
による技術提供のサービスを提供し、主に請負契約において、成果物の納品によって
技術提供のサービスを提供しております。準委任契約、派遣契約から生じる履行義務
は、契約期間内の労働時間の経過により充足されるものであることから、一定の期間
にわたり収益を認識しております。請負契約から生じる履行義務は、技術提供に応じ
て一定の期間にわたり履行義務が充足されるものであることから、履行義務の充足に
係る進捗度に基づき収益を認識しております。また、契約における取引開始日から完
全に履行義務を充足すると見込まれる時点までの期間がごく短い場合は、顧客による
検収が完了した時点で収益を認識しております。  



 

 

会計方針の変更に関する注記 

（「法人税、住民税及び事業税等に関する会計基準」等の適用） 
 「法人税、住民税及び事業税等に関する会計基準」（企業会計基準第 27 号 2022 年 10
月 28 日）、「包括利益の表示に関する会計基準」（企業会計基準第 25 号 2022 年 10 月 28
日）及び「税効果会計に係る会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第 28 号 2022
年 10 月 28 日）を当事業年度の期首から適用しています。これに よる計算書類への影響は
ありません。 

 

 

会計上の見積りに関する注記 
 会計上の見積りにより当事業年度に係る計算書類にその額を計上した項目であって、翌
事業年度に係る計算書類に重要な影響を及ぼす可能性があるものは、次のとおりです。 
 

(のれんの評価） 

1.当事業年度の計算書類に計上した金額 

 のれん     378,261 千円 

2.識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報 
連結計算書類における会計上の見積りに関する注記と同様のため記載を省略しており
ます。 

 
  



 

 

(子会社株式及び関係会社貸付金の評価） 

1.当事業年度の計算書類に計上した金額 
 

 関係会社株式 101,787 千円 

 関係会社短期貸付金 8,500 千円 

 関係会社長期貸付金 235,500 千円 

  貸倒引当金繰入額 26,631 千円 
 

2.識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報 

 当事業年度の計算書類に計上した子会社株式については、市場価格のない株式等で
あり、取得原価をもって貸借対照表価額としております。 

 子会社株式の実質価額が取得価額に比べて 50％程度以上低下した場合には、回復可
能性等を考慮したうえで、評価損を計上しております。 

 また、関係会社が債務超過の状況にある場合、関係会社貸付金は個別に回収可能性
を評価し、債務超過額を基礎として回収不能見積額に対して引当処理を行っておりま
す。 

 子会社株式は超過収益力や経営権等を反映し実質価額を評価しており、子会社株式
の簿価に取得時の超過収益力が含まれている場合には、取得時の将来計画と当事業年
度を含む過年度の実績値を比較すること等により、超過収益力が減少していないかど
うかを判断しております。 

 子会社株式の評価については、経営者による仮定や判断による不確実性を伴うもの
であり、実質価額の算定において、前提となる見積りや仮定に変動が生じ、当該実質
価額の算定額が変動した場合には、翌事業年度以降において影響を与える可能性があ
ります。 

 

 
貸借対照表に関する注記 

１.有形固定資産の減価償却累計額 22,694 千円 
２.関係会社に対する金銭債権、債務  

①短期金銭債権 13,411 千円 

②長期金銭債権 235,500 千円 

③短期金銭債務 19,929 千円 
 
 
損益計算書に関する注記 

関係会社との取引高 
 営業取引による取引高 

売上高 38,813 千円 

売上原価 169,777 千円 

販売費及び一般管理費 59,460 千円 

営業取引以外の取引高 6,599 千円 

 

  



 

 

 

株主資本等変動計算書に関する注記 
1.当該事業年度の末日における発行済株式の種類及び株式数 

普通株式 3,793,300 株 
 

2.当該事業年度の末日における自己株式の種類及び株式数 
普通株式 49,700 株 

 
 
税効果会計に関する注記 

1.繰延税金資産の発生の主な原因 

 繰延税金資産の発生の主な原因は、未払事業税、未払事業所税等であります。 

2.法人税等の税率の変更による繰延税金資産及び繰延税金負債の金額の修正 

 「防衛特別法人創設法」（2025 年法律第 12 号）及び「防衛特別法人税付加措置法」
（2025 年法律第 13 号）が 2025 年３月 31 日に国会で成立し、2026 年４月１日以降に
開始する事業年度から法人税額に対して４％の付加税が課されることとなりました。こ
れに伴い、当社が将来の繰延税金資産及び繰延税金負債の算定に使用する法定実効税率
は、現行の 30.6％から変更される見込みですが、その影響額は軽微であると判断してお
ります。 

 

  



 

 

関連当事者との取引に関する注記 

1.親会社及び法人主要株主等 

種類 会社等の名称 
議決権等の 
所有（被所
有）割合 

関連当事者 
との関係 

取引の内容 
取引金額 
（千円） 

科目 
期末残高 
（千円） 

親会社 
株式会社 

Orchestra 
Holdings 

（被所有） 
直接 

71.5％ 
役務の提供 業務の受託 2,400 未収入金 220 

(注)業務受託料については、役務提供に対する費用等を勘案して合理的に価格を決定して
おります。 

 

 

2.子会社等  

種類 会社等の名称 
議決権等の 
所有（被所

有）割合 

関連当事者 
との関係 

取引の内容 
取引金額 
（千円） 

科目 
期末残高 
（千円） 

子会社 
株式会社 

インタームーブ 
100％ 

資金の貸付 
役員の兼任 
経営指導 

資金の貸付 - 
関係会社 

長期貸付金 
220,000 

利息の受取 2,639 未収利息 224 

業務の受託 1,440 未収入金 132 
 

(注) １．資金の貸付について、貸付利率は市場金利を勘案して決定しております。なお、
担保は受け入れておりません。 

２．子会社への貸倒懸念債権に対し、110,017 千円の貸倒引当金を計上しておりま
す。また、当事業年度において 26,631 千円の貸倒引当金繰入額を計上しておりま
す。 

 

 

収益認識に関する注記 

 顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報について、「連結注記表
（収益認識に関する注記）」に同一の内容を記載しておりますので注記を省略しておりま
す。 
 

 
１株当たり情報に関する注記 

１株当たり純資産額 424 円 83 銭 

１株当たり当期純利益 2 円   5 銭 

 

  



 

 

別紙 5 

【株式交換完全子会社における最終事業年度の末日後に生じた重要な財産の処分、重大な

債務の負担その他の会社財産の状況に重要な影響を与える事象の内容】 

 

1. 本株式交換契約の締結 

Sharing Innovations は、2026 年８月 25 日開催の取締役会において、Orchestra 

Holdings との間で、Orchestra Holdings を株式交換完全親会社、Sharing Innovations

を株式交換完全子会社とする本株式交換を行うことを決議し、同日付で本株式交換契

約を締結いたしました。本株式交換契約の内容につきましては、別紙 1 に記載のとお

りです。 

 

2. 自己株式の消却 

Sharing Innovations は、本株式交換の効力発生日の前日までに開催する取締役会の決

議により、基準時において保有する自己株式（本株式交換に関する会社法第 785 条第

１項に基づく反対株主の株式買取請求に応じて取得する株式を含みます。）の全てを、

基準時をもって消却する予定です。 

 

  



 

 

別紙 6 

【株式交換完全親会社における最終事業年度の末日後に生じた重要な財産の処分、重大な

債務の負担その他の会社財産の状況に重要な影響を与える事象の内容】 

 

1. 本株式交換契約の締結 

Orchestra Holdings は、2026 年 8 月 25 日付の取締役会において、Sharing Innovations

との間で、Orchestra Holdings を株式交換完全親会社、Sharing Innovations を株式交

換完全子会社とする本株式交換を行うことを決議し、同日付で本株式交換契約を締結

いたしました。本株式交換契約の内容につきましては、別紙 1 に記載のとおりです。 

 

2. 株式会社 SALTO の株式取得（連結子会社化）の実施 

Orchestra Holdings は、2026 年 5 月 27 日開催の取締役会において、株式会社 SALTO

の株式を取得し子会社化することを決議いたしました。 

 

3. 自己株式の取得 

Orchestra Holdings は、2026 年 2 月 13 日開催の取締役会において決議した、会社法

第 165 条第 3 項の規定により読み替えて適用される同法第 156 条の規定に基づき、以

下のとおり自己株式の取得を実施いたしました。  

取得対象株式の種類：普通株式  

取得した株式の総数：56,900 株  

株式の取得価額の総額：59,406,100 円 

取得期間：2026 年 3 月 1 日～2026 年 4 月 24 日(約定日ベース) 

 

4. 期末配当の実施 

Orchestra Holdings は、2026 年 3 月 26 日開催の定時株主総会において、第 17 期

（2025 年 1 月 1 日～2025 年 12 月 31 日）の期末配当を行う旨を決議し、2026 年 3 月

27 日を効力発生日として、Orchestra Holdings 株式 1 株につき 12.00 円、配当総額 113

百万円の期末配当を行いました。 

 

5. 剰余金の配当及び株主優待制度の新設 

Orchestra Holdings は、2027 年 3 月開催予定の定時株主総会において承認可決される

ことを条件に、Orchestra Holdings 株式１株につき 30 円（普通配当 25 円、記念配当

5 円）の剰余金の配当を行う予定です。 



 

 

また、毎年 12 月末日を基準日とし、Orchestra Holdings の株主名簿に記載された 200

株以上保有の株主様のうち、1 年以上継続保有する株主様を対象とした株主優待制度

を新設いたします。 

保有株式数  保有期間 株主優待の内容 

200 株以上 1 年以上継続保有（注 1） 年 1 回デジタルギフト® 

15,000 円分（注 2） 

（注 1）「1 年以上継続保有」とは、毎年 12 月末日を株主優待制度の基準日とし、６

月末日及び 12 月末日の株主名簿に３回以上連続して、200 株以上の保有が同

一株主番号にて記載または記録される状態を指します。 

（注 2）株式会社デジタルプラスが提供するデジタルギフト®を指します。株主様は交

換品の中からお好きな優待品目をお選びいただけます。交換品については、

2025 年 11 月 14 日「株主優待制度の新設に関するお知らせ」をご参照くださ

い。 


